
1

s





No.797992/OCτ.

春夏秋冬

流通情報システムの構図 田島 義博

JlPDECREPORT

EDICOM'92

②

JRAMの 概念

海外ニュース

海外情報産業界の動向

会員サロン

情報化社会に想うこと 猪狩 博史

JlPDECだ より

⑤

⑳

⑳

協会各部 ・セ ンターの活動状況

⑱

OSIオ ブ ジ ェク ト登 録 管 理業 務 につ いて

通商産業省か らのお知 らせ

⑳

⑬

⑯



〆't
、w
、

流通情報システムの構図

学習院大学経済学部教授

義博

流通過程の情報システム,つ まり流通情報シス

テムは,将 来どんな姿をとり,ま た,ど んな働き

をするのか,一 応のスケッチをここで試みたい。

、;うまで もなく,実物経済の中心は,商 品の生産・

流通 ・消費であり,そ れ らの各段階が うまく結び

つけられた時に,社 会の再生産循環 も円滑に行わ

れ,国 民経済全体の効率化も達成 される。そのこ

とが企業だけでな く,消 費者の安定的で豊かな生

活のためにも不可欠であることは,旧 ソ連邦の最

近の混乱と困窮を見れば,容 易に理解することが

できるだろう。

今日のような国際分業の時代には,生 産は世界

中の どこで行 われ て もいいわけであ るか ら,国 内

rli場に おける流通 の重要性 はいっそ う高 まるし,

また,国 内市場 に限 らず,グ ローバ ルな視点 と規

模 で,商 ん1、の収集 と分散 に 当た るとい う責任 を,

流 通は負 うこ とにな る。

実物経済 の中心 的役 割 を担 う流通 を,円 滑 に,

そ して効率的 に機 能 させ る道 は,市 場原理す なわ

ち競争メ カニ ズム を貫徹 させ るこ とだ とされる。

その こ と自体 は否定 しようもない真 実だ と思 うが,

市場 メカニズムあるいは競争メカニズムに任せ て

おけば,す べ てが うま く行 くとい うふ うに無邪 気

に信 じていいか どうかが問題 であ る。競争の主体

はあ くまで も個 々の企業で あ り,彼 らの水準が高

ければ高い ほど,競 争の水準 あるいは質 もまた高

まる と考 え られ る。 その意味 で,競 争 メカニ ズム

を貫徹 させ るとい う考 え方 と同時 に,競 争 の水準

その ものを高め るには どうした らいいか とい う発

想 が必要であ る。競争については,そ の ような意

味での競争の水準の他,競 争の結果 と しての寡 占

化の ように,競 争がやがて競争 を制限す る結末 を

生む市場の失敗,お よび,環 境問題の ように必ず

しも競争 では解決で きない市場の不備等 につ いて

も考慮 しなけれ ばな らない。

ところで,競 争の水準 を高 めるには どうした ら

よいか。 その際の重要 なカギの1つ が,情 報 シス

テム化にあ るこ とは否 定で きないだろ う。流 通の

3要 素,つ ま り商流(取 引流 通:Marketingdis-

tributionorTransaction),物 流(物 的流通:

physicaldistributionorlogistics)お よび情報 は,

図 の ように,相 互 に密接 な関係の ある トライアン

グル として表現す るこ とがで きる。情報 システム

の高度化 は南流 および物流の両方 を高 度化 す る。一
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その具体例の1つ として,需 要 と供給の適合化を

挙げることができる。

これまでの商流では,卸 売業や小売業の不確か

な需要予測によって,需 給の結合が行われてきた。

卸売段階が1次 卸,2次 卸,3次 卸など重層的な

構造を持 っていると,そ れぞれの段階の不確かな

需要見積 りが積み重ね られるので,需 給の不適合

はいっそう増幅される。情報システム化によって,

末端需要の大きさが適切に把握されるようになれ

ば,需 給の適合化が行いやす くなり,そ れだけ生

産と流通は効率化されることになる。食料品や 日

用雑貨の場合,POSシ ステムによって現在の単品

別売れ行きを把握することができるが,POSデ ー

タによる卸売予測モデルが構築 されれば,需 給適

合化へ向かって大 きく前進することができる。買

回 り品や専門品,あ るいは外食産業へのPOSの 応

用は,現 在拡大 しつつあり,多 くの消費財で需給

適合化を図る可能性は拡がっている。生産財の分

野で も,同 じ発想に基づ く情報システム化によっ

て,需 給の適合化,具 体的には最適発注量 と発注

時期の決定,お よび在庫管理が可能になるだろう。

物流の場 合に も'}t情は1,ijじで ある。供給側 はll:

い に トレー ドオフ関係 にあ る2つ の課題 を抱 えて

いる。1つ はサー ビス水準の向 上で あ り,い ま1

つ は コス トダウ ンであ る。 サー ビス水準 は,適 時

配送,リ ー ドタイムの短縮,欠 品 ・誤配の除 去等

によって決 定 され るが,適 確 な情報 な しにサー ビ

ス水準 を向上 させ ようとすれば,物 流 コス トは ヒ

弄す る。逆 に,コ ス トダウ ンを意識 しす ぎる と,

サ ー ビス水準 が低 下 し,競 争上 不利 とな る。 こう

した トレー ドオフ問題 の最 適解 を得 るには,物 流

情報 システムの整 備 とデー タの意思決定 に対す る

活用が不 可欠であ る。

食料 品の ような生活 必需品 を例 に とって,こ れ

を若干敷 えんす ると,ま ず,ス ーパーマー ケ ッ ト

の如 き小売業 では,POSを 中 心 とす る販売情報 シ

ステムに よって,個 別 単品 ごとの販売情報が時 々

刻々に得 られ,そ れに よって一方で は売 ヒげ と粗

利益 が掌握 され る。 他方では在庫量の変化が掌握

され るか ら,予 め定め られた発注点 に達 した商品

は,予 め定め られ た量 が,EOS(あ る いはオンライ

ン発注 システム)に よって発注 され るこ とになる。

POSデ ー タは,発 注の如 きオペ レー シ ョンのみ

に活用 され る段 階か ら,各 種のマー ケテ ィング意

思決定 に活用 され る段 階へ進む こ とによ り,販 売

情報 システムがマ ーケテ ィング情報 システムへ と ・

高度化す る。 「死 に筋 カ ッ ト」や 「売 れ筋候補の販

売実験」 に示 され るマ ーチ ャンダイジングへの活

用 は よく知 られてい るが,そ の他に,実 に無限の

応用領域 があ る。 その典型例 と して,ス キャン ・

パ ネル(ScanPanel)を 挙 げてお こう。

スキャン・パネル とは,購 買履歴が継続的 にPOS

シ ス テムで記録 され るよう,抽 出 ・編成 され た標一
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本の集合で あって,具 体的 には,あ る店舗 の商圏

か らその商圏特性 を代 表す るように標 本(サ ンプ

ル、家 計 もしくは個 人)を ・定数抽 出 し,そ れぞ

れの属性 デー タをコンピュー タに記憶 させ る とと

もに,標 本 に対 しては,標 本 番号をバ ー コー ドで

記 したIDカ ー ドを渡 してお く。標 本が'iG該 店 舗で

購 入 した場 合,商 品 コー ドとともに標 本番 号をス

キ ャンすれば,各 標 本の購買履歴 が継続的 に記録

され るこ とにな る。通常,ス キャン ・パ ネル ・デ

ー タは
,新 製品の受容や}【ii頭販 促 ・価格変 更等 に

対する反応 な どの消 費者行動 と消 費者属性 との相

関分析 に用い られ る。分析結 果が各種 のマーケテ

ィング意思 決定に用い られ るこ とは 言うまで もな

いが,こ れ をさらに充実 させ れば,真 の意味での

顧客デー タベー スに近づ くこ とがで きる。

卸売業 においては,EOSを 通 ず る受注 デー タに

よって,ピ ッキ ング指 令な らびに最適配送計 画 を

作成す る。 また,人 出荷情 報 に基づ いて,単 品別

の最適在庫培 とメーカーへの発注量.・発注頻 度の

決定 を行 うこ とに より,経 営 の効率化に接近 す る

ことがi・r能とな る。 さらに また,メ ー カー によっ

ては,卸 売業 あるいは小売業か らの受注デ ータを

生産計画 に反ll央させ るこ とに より,生 産 と流 通の

連結 を計 る例 も出サ↓す るだろ う。

以 ヒは,個 別企業 を前提 に した流 通情 報 システ

ムの概 要であ るが,今 後,異 業種 と異業態 を連結

したネ ッ トワー ク化が進展す るこ とは必至で ある

ので,多 くの業種 ・業態が共通 したビジネス ・プ

ロ トコル に よって取 引で きる ような態勢 を作 り上

げるこ とが,社 会的 に不 可欠 とな る。 その意味 で

EDIは 流 通情報化 の重要 な インフ ラス トラ クチ ャ

ー とな る。一
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京 王 プラザ ホ テル(新 宿)

羅 麟 塾 篇∵
是
ー

|

蔓
-
]

ペ
セ

・
き
ー

・
ミ

ミ
ー

ぎ
登

鐸

…

」

簿

ー

ヅ
ミ

窪

き
ー
ー

ヒ
ミ
ー

ご

§

1

熔

璽
き
.

〉

§

饅

日

豊
§

;

ー

萎

:

…

菱
塁
温
習

藷
‖

…
ー

ミ
i

・

ミ
ー

ミ

ー
妻

‖
1
ー

ー
ー

{

葺
§

:

ー

妻

ー

、

三

雲

萎

議

蝋

i

ミ
ヌ

逼

パ

響 噛曜

、曇

日 ≧
〕…Il

・ 灘
,

去る6月15日 ・16Flの2rl問,東 京新宿の京{三

プラザホテルにおいてEDICOM'92が 財団法人日

本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター 主

催の もと,通 商産業省の後援 と,EDIに 関係の深

い26の 内外の業界団体等の協賛およびAPEC(ア

ジア太平洋経済協力閣僚会議)の 協力を得て開催

された。

EDICOM'92は,わ が国をは じめとするアジア・

太平洋地域における産業の情報化の円滑な推進に

資することを目的としており,わが国におけるEDI

の現状と今後などについて紹介する講演やパネル・

デ ィスカッション,展 示会が行われた。

ぎ

ボ

御 製、
誘頸1・

翻
開会のあいさつをする影山

5

衛司当協会会長

量ー{

以 ド,こ のEDICOM'92の 内 容について,概 要

をご紹 介す る。
ヨ つ 　

三婁製釜叢叢㌘㌍『識 蕎癒 織 轟 ジ

濠 乏;二 』唾 若 ㌧ .・

.、 玩 斑 鼻 ・ 、 ㌃ ・ 一 難

珍鐘 蟻難懸 饗～惣
.膓 ち'∵ 、㌧1∫ ㍑ 「ttt'tt/・一
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プログラム/Program

6月15日(月)/Monday,June155階 コンコードポールルーム/5Fc㎝c。 ・d曳 ‖・。。m

(9:30-12:30)

開会挨拶O剛 ・gAdd・ess影11・ 鯛 讐ll鵠 糟 醗 協会会長
EiliKageyama

祝 辞C。 ・g・at・1・t。ηAdd・e鵠1度 辺 恒三5、 ¶慧 諾 、,,na,、。,a1T,adea,d
KouzouWatanabelndustry

基順 流/・・・・…Ad』 蕊 勇,
.、,、 鵠 ・舗7轡 櫟2櫟 蒜 ξ長

電子取引社会の実現に向けた産業界の取組みTDK㈱ 代表取締役会長

1ndo8t蜘m伽in88811za伽no任OI8us拍6ssWoddchai・m…TDKc。 「po「ation

特 別願 一1/s田 ・i・IP・e・e・t・ti。HRi・h・ ・dc・Beai「dg=:、 え,9::「:1:a需 ご:{、離 職1、y.

情報ネッ トワークの国際化を巡る諸問題と今後の方向uS.DOS

Prob佃msl日6bb8‖za目ono蓄lnfom8輔onHθtwOlkand

ns『utm団r8C60n

特別講演－ll/Sp6cl・1防 ・.ドll池 尾 和人 灘1欝 ま認, ,耀 、。、,e,s、ty
情報技術革新と産業機能の再編成Kazuhitolkeo

lnfomatlonτ8伽oboりln鳴OV8tbna旭R8stm蜘dno

ollndustdalFu肺tlons

(12:30-14:30)

昼 食/Lunch展 示 見 学/ObservationofExhibition4階 花/4FH…

(14:30-18:00)

セツシ・ン/Se88bn1 セッション/Ses8i。n2 セッション/Session3

4階 錦/4FNishiki 4階 扇/4FOhgi 43階 スターライト/43FStarlight

EDIの戦略的位置付けと効果の検証 標準化,高 度化に対応したシステム整備 グローバ ル ビジネスにおけるEDl

StrategiclmpllcatlonofεDland Sta`由`di2蝋onar"」Sy8tem
日Dlin廿 鴇ConlbxtofGbbalBusil鴇ss

Vermcatlonofn8Effects

チ ェアマン/Chairman チェアマ ン/Chairman チェアマン/Chairman

田 島 義 博YoshihiroTaiima

学習 院大学 経済学 部 教授

ProlessOr.GakuShuinUniversity

会 田 和 利KazutoshiAida

NTTデ ー タ通信 ㈱ 第二産業 システム事業 部長

SeniorExecutiveManager,NTTData

伊 東 健 治Keniilto

㈲ 日本 貿易関係 手続 簡 易化 協会理 事

ExecutiveDirector,JASＴPRO

旗 師/Spgaker8

原 田 努TsutomuHarada

㈱萎黄 システム統括部長

SystemsCorp.

鯖 節/Speakers

Klaus-DieterNaujok

講 師/Speakers

RobinFrowd

Chairman,EDIFICE

G,M.lnlormationSystemDept.RyoshokuLtd. Chairman.PanAmericanEDIFACTBoard
大久保 秀典HidenoriOhkubo

清 木 栄 二EiliSeiki

東京銀 行 グローバルサー ビスバ ンキング部 長

G.M.GlobalBankingServiceDiv.The

小 松 太郎TaroKomatsu

ソニー㈱ システム企 画課統 括課 長

Manager,SystemPlanningSonyCorp・

㈱ 東 芝 情 報 戦 略 推 進 部 長

G.M、lntoStrategyPromotionDiv.Toshiba

Corp,

BankofTokyoLtd 近 澤 進SusumuChikazawa DarleneM.Miller

WalterN、Bargeron 新 日鉄情報通信システム㈱ネットワーク事業部 ManagingDirector.AIAG

VP.Tech&QualityAssuranceBethlehem

SteelCorp.

三 上 喜 貴YoshikiMikami

通商産業省 機械情報産業局 情報政策企画室長

Director,ICCPαficeMachineryand

lnlormationlndustriesBureau.MITl

技術担 当部 長

G.M.NetworkBusinessDiv.NipponSteel

lnformationandCommunicationlnc.

大 高 正 彦MasahikoOtaka

㈱マ ルエ ツ システ ム開発部 長

G.M、lnformationSystemDiv.TheMaruetsulnc.

大 塚 一郎lchiroOtsuka

トヨタ自動車㈱ 第2情 報 シス テム部次 長

DeputyG.M,lntoSystemsDiv."ToyotaMotor

Corp.

加藤 勝彦KatsuhikoKato

SalesAdministrativθManagerLeviStrauss

WarnerC,Blow JapanK.K.

President,EDIGroupSterlingSoftware
浅野 恭右KyosukeAsano

～

;
㈱流通システム開発セ ンター常務理事
ExecuWveDirector,ThθDistributionSystems |

Researc相nstMe

一
印

.
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プログラム/Program

6月16日(火)/Tuesday,June16 5階 コンコー ドポールル ーム/5FConcordBellroom

(900-1130)

特 別 講 演/SpecialPresentations

チェアマン/Chairman

主 要 地 域 に お け るEDIの 現 状 と 方 向

PresentS‖uationsandfntureTrendsotED|inVariousHegionsintheWorld

RayWalkerChiefExecutive,SimplerTradeProceduresBoard(UK)

講 師/Speakers

ア メ リ カ

U.S.A.

フ ラ ン ス

France

オ ー ス トラ リ ア

Australia

シ ンガ ポ ー ル

Singapore

韓 国

Korea

MitchMyers EDIDevelopmentManager,Texaslnstrumentslnc.

EtienneDreyfousChairman,EDIFRANCE

MarkFuller

JaniceM.Gessin

PearleenChan

金 圭沫

Kim,Kyu-soo

Manager,BHPSteelGroup.The

BrokenHillProprietaryCo.,Ltd,

ExecutiveOfficer.

EDICouncilofAustralia

ManagingDirector,SingaporeNetworkServicesPte.Ltd.

ManagingDirectorforSystemDept.
KoreaTradeNetWork(KTNet).
KoreaForeignTradeAssociation

(1130-1300)

昼食/Lunch 展 示 見 学/ObservationofExhibition 4階 花/4FH8n8

(1300-1500)

パ ネル ・デ ィスカッション/PanelDiscussion

コーデ ィネータ/Coordinator

パ ネリスト/Panetist

EDIの グ ロ ー バ ル な 展 開

GlobalizationotEOl

三 上 富 貴 通 商 産 業 省 機 械 情 報 産 業 局 情 報 政 策 企 画 室 長

YoshikiMikamiDirector,ICCPOfficeMachineryandlnformationlndustries

Bureau,MITi

RayWalkerChiefExecutive、SimplerTradeProceduresBoard

田 島 義 博

YoshihiroTajima

会 田 和 利

KazutoshiAida

伊 東 健 治

KenjHto

学 習 院 大学 経 済 学 部 教 授

Professor、FacultyofEconomics,GakushuinUniversity

NTTデ ー タ通 信 ㈱ 第二 産 業 シス テ ム事 業 部 長

SeniorExecutiveManager、SecondlndustrialSystemesDiv.,

NTTDataCommunicationsSystemsCorp.

㈲ 日本 貿 易関 係 手続 簡 易化 協 会 理 事

ExecutiveDirector,JASTPRO 、

▼

(1500-1700)

展 示 見 学ObservationofExhibition 4階 花/4FHana－
、



一
基調講演

「情報ネットワーク社会に向けてのEDIへ の取り組み」

鮒日本電子機械工業会

ED|推 進センター会長

大歳 寛 氏

帽側 聞1糠ギ礪
最初にEDICOMの 背景や成 り立ち等について御

紹介 したいと思います。

今 日,経 済活動の国際化,グ ローバル化が進む

中で,一 部では貿易インバランスの問題等 もある

わけですが,今 後貿易取引が拡大してい くという

ことは言うまで もないことだ と思ってお ります。

そういう中にあって,こ れらの経済活動の円滑

化,効 率化 というものを図 らなければならないと

いうのは当然のことであ り,既 に世界中の多 くの

方々が貿易を円滑にやっていこうということに対

して大変努力をなさっていることを,私 どもは忘

れてはいけない と思っております。

国連では,欧 州経済社会委員会の活動の一環 と

してEDIFACTと 呼ばれるEDIの 国際標準化の活

動を早 くか らやってきてお ります。これは世界を

パ ンアメリカン,西 ヨーロッパ,東 ヨーロッパ,

オース トラ リア,ニ ュージーランド,そ れにアジ

アの5地 域に分けて,国 連の もとで共同で標準を

構築 し,その普及を図ろうとするもので,現在着々

と成果 を上げてお ります。アジアでも地域の委員

会が結成され,シ ンガポール,日 本,韓 国,中 国,

台湾という国々が参加 しています。

さて,EDICOMは こういう中からシンガポール

の提唱で始 まったもので,ア ジア太平洋地7区 で

行う講演 ・展示行事であ ります。情報交換,意 見

交換を通 じてEDIの 発展と普及啓蒙を図るのが目

的であ ります。第1回 はシンガポールで行われま

して,今 回は2回 目で 日本で初めて行われるとい

うことでございます。

私 はここで特 にシンガポールがEDICOMを 主唱

され,ま た国際標準であるEDIFACTの 利用を国

レベルで政策決定していること,そ ういった先進

的な活動に対 しまして改めて敬意を表 したいと思

ってお ります。

さて,こ こでわが国のEDIの 現状をみてみたい

と思います。EDIの 普及自体は欧米に勝 るとも劣

らない状況であ ります。これは各企業がみずから

経営合理化の一環 として熱心に取 り組んできた結

果だと思いますが,標 準化というような観点か ら

これを見ますと,や はり海外に対 しては一歩 も二

歩 も遅れていると思います。 しか し,最 近,通 商

産業省を初め として,関 係官庁の積極的な取 り組

み もございまして,標 準化に対す る関心が非常に

高 まってお ります。

日本電子機械工業会(EIAJ)に おきましては,

会員各社が合理化 ・効率化を図るために早 くか ら

受発注業務 を中心にしたオンライン化を進めて き

ておりました。

しか し,こ のことは取引相手にとりまして,い

わゆる多端末現象 ということが生 じるおそれがあ

ります し,そ れに伴 う作業の煩雑 さ,費 用の増大

というようなことが非常に心配であったわけであ

ります。また,こ のことは発注者側にとっても必

ず しも得策ではな くて,ひ いては問題点を残すこ

とになるということはよくわかっていたわけでご



ざいます。

そこで,発 注者側あるいは受注者側が相談をし

て,標 準化を図るべきではないかという声が起 き

てまいりましたのが5～6年 前のことでございま

す。その後,1年 半後 ぐらいに現在のEDIの 推進

センターが設立されました。

この間,受 発注並びに検収を主体 とする標準,

それから資材調達計画情報を主体 とする標準,売

買金額,確 認を主体とする標準と,取 り決めてい

き,い わゆる見積 もりから支払いまでという受発

注業務の一連の作業がほぼ標準化されたと言って

いいだろうと思っております。 また,現 にそれが

実施段階に入って,相 当数の会社で実施 されてい

るということは非常に喜ばしいと思ってお ります。

実施企業登録数が現在700社 になってお り,今年中

には1000社 を超えると思われます。

何 よりも喜ば しいことは,こ の成果が通商産業

省のバ ックアップ も得まして,広 く他の業界から

支持され出 したということであります。またJIPDEC

が業界横断で共通に利用できるように,CII標 準を

今開発 しておりますが,その基礎 となる標準が我々

のEIAJのEDI標 準だということに対 し大変喜ん

でお ります。

次に,当 面取 り組んでいる課題,こ れか ら取 り

組 まないといけない課題 について御紹介をさせて

いただきます。

まず第1は,標 準の利用促進であ ります。標準

ができても利用しなければ何にもならんわけであ

ります。現在,着 々と実施が拡大 してお りますが,

大手に属する会社が大半であります。大手同士の

間で行われるEDIは 今後とも順調に広がっていく

と思いますが,問 題 は比較的規模の小さな会社の

場合であ ります。一つの企業の観点から見ます と,

EDIの 効果をフルに発揮するためには,全 面的な

実施が望 ましいのは申すまでもないわけですけれ

ども,大 手にだけとどまっておりますと,結 局相

当な量の手作業が残るわけです。その結果オフィ

スの合理化が徹底で きないということになります。

2つ 目は,納 品書 レス化ないしは納品書の標準

化 ということであ ります。この問題は既に2年 前

から取 り組んでお ります。納品書が標準化された

らというのは私 どもの悲願であ り,大 変難 しいこ

とであります。各社 さんがそれぞれの仕組みの中

で,う ちはこの納品書でいこう,こ の1揚 はこれ

でいこうというように長年にわたって構築 されて

きたものを,み んな一つにしようということは,

考えただけでも大変なことでありますけれど,そ

れをやっていこうと考えています。

第3点 として,他 業界との連携 と物流を含む業

際時代の取 り組みであります。当工業会 とは取引

関係を初め として密接な関係にあ ります電気産業

界,す なわち電力,電 気 電線 と連携 をいたしま

してEDIを 実施 していこうということであ りま

す。これはJIPDEC/CIIが 中心になって進めてお

りますCII標 準を使っていこうということであり

ます。我々の標準の拡張版と言えば口はばったい

んですが,我 々はこれに非常に力を入れてお りま

す。通商産業省 といたしましても連携指針を告示

されまして,非 常に推進をしていただいているこ

とをありがたくいつ も思っております。

もう1つ は,物 流へのEDIの 応用であ ります。一

これも通商産業省のお勧めによりまして,我 々荷

主の側,そ れから運ぶ側,そ れを受け取 る側 とい

う三者集 まりまして,ど ういうようにこれをやれ

ばいいか ということを非常に精力的にやってお り

ます。

最後は国際標準化への対応であります。経済界

がグローバル化 していく中で,国 際的なEDI標 準

が確立することの意義は大変大 きなもの と理解を

してお ります。EIAJと しても一昨年来,本 格的に一



一
取 り組んでお ります。まだ緒についたばか りであ

りますが,及 ばずなが らEIAJで も応分の国際標準

化の動きに協力 したい,こ んなふ うに思 うわけで

あります。

以L,EIAJと しての課題をご紹介いたしました

が,最 後に,EDIの 標準化活動について,問 題提

起 をして締め くくりといた します。

ご承知のとお り,EIAJで はEDI推 進センター

を設立し,そ の会費で運営をしておりまして,少

なか らぬ額の費用負担をお願いしてお ります。問

題 と申しますのは,こ のような活動に参加するこ

とと,そ の成果のメリットを受けることの間に若

llの矛盾があることであ ります。元来EDI標 準

は,ち ょうど高速道路 にも例えられると思います

が,正 に社会インフラその ものであります。EIAJ

にお きまして も,当 初か らオープ ンな標準を目指

して活動 してまいりました。結果 として,CII標 準

として発展していっているわけであ りますが,今

後これが文字通 り,わ が国のナショナル標準 とし

て定着 してい くことを切 に願うものであります。

是非,本 日このフォーラムに参加 しておられる皆

様のこの点のご理解 と,積 極的な参加をお願い し

たいと思います。

最後にな りましたが,人 類の平和 と幸福を増進

するために,健 全な競争 と協調の もとに世界経済

がますます発展する上で,こ のEDIを 大いに役立

たせていただきますよう期待 してやみません。ま

た,EDICOM'92の 開催に当たりまして御協力いた

だ きました方々,特 に世界各国か らお忙 しい中を

講演のために御来日いただいた海外の皆様方に心

からお礼を申 し上げまして,ご あいさつ といたし

ます。

特 別 講 演 一1

「情 報 ネ ッ トワー クの 国 際 化 を巡 る諸 問 題 と今 後 の 方 向」

DeputyU.S.CoodinatorandDirectior

BureauoflnternationalCommunlcatlons

andlnformationPolicy

DepartmentofStates,UnitedStatesof

America.

RichardC.Beaird

EDIと い うのは新 しい,ま た革新的 なサー ビス

であ り,こ れは コンピュー タ とコ ミュニ ケーシ ョ

ンが統 合 され たことによって享受す るこ とが で き

る もので あ ります。エ レク トロニ ック・ファン ド・

トランスファ,ボ イスメ ッ七一 ジング,リ モー ト

デー タ処理,エ レク トロニ ックメール,フ ァック

スな どは高度化 されたサー ビスで あ り,そ れ によ

って私 どもの生活 を大 き く変化 させ ま した。

私 は ここでEDIの 発 展の助 け とな るよ うな政

・策,規 制関係 につ いてお話 を したい と思 い ます。

特 にネ ッ トワークの相互運 用性,信 頼性,セ キ ュ

リテ ィ,そ してプ ライバ シーに関 しての問題 を扱

ってい きたい と思 い ます。

(1)ネットワーク相互運用性

ネッ トワークの相互運用性 は,ネ ットワークの

成功 と,そ して信頼性のために重要な要因となり

ます。ネットワークは複雑化 し,相 互接続 されて

おります。そうなると我々は電気通信の標準がな

ければ,ネ ットワーク ・コンポーネント間の整合

性 を確保することができな くな ります。そのため,

タイムリに,か つ適 当な標準が必要だ ということ

がますます求められるようになり,そ のために国

内でも,国 際的にも官 ・民の協力が求められるよ

うになっています。ITU(国 際電気通信連合)に

おきましても,さ まざまなステップを通 じてその

1



慣行を評価 し,そ して組織の再構築を行っていま

す。

我々は重要な技術における標準化のための努力

というものを高 く評価いた します。こうした協力

は,国 内及び国際的な標準機関の間で示されてま

いりましたが,こ れこそがネットワークの将来の

発展 と,相 互運用性の成功の鍵 を握 っています。

ぺ

∨

醐
熟i

繍撫押
②信頼性

世 界の人々が ます ますネ ッ トワークの機 能 に依

存 する ようになってい ます。 そ うします と我々は

さ らなる努 力に より,ネ ッ トワークの信頼1生 を高

め,そ してコス トが大変高 くつ く,か つ有害 なネ

ッ トワークの障害 を避 けるこ とが で きる ようにな

らなければ な りませ ん。

例 えばア メ リカにおいては,ネ ッ トワー ク ・リ

ライア ビ リテ ィ ・カ ウンセルが結成 され ま した。

ここにおいては ネッ トワー クの脆弱性 と,そ れ を

防 ぐための処置 につ いての研究 を行 ってい ます。

そ して,連 邦の通信 委員会 に対 し,今 年後半に は

勧告 を出す ことにな ってい ます。国際社会 におい

て はITUが,CCITTの 中 に特 別 グル ープ を設

け,そ の中 でネ ッ トワー クの障害 に関 しての各国

における情報 につ いて,こ れ を収 集 し,か つ普 及

させ よ うとしています。特 にこれは シグナ リング・

システム7に 関す る もの であ ります。CCITTに お

いて は,ネ ッ トワークの障害 を防 ぐために,ネ ッ

トワー クの信頼性 につ いての研 究 も計画 してい ま

す。

(3)セキ ュリテ ィ

セキ ュ リテ ィもネッ トワークの保 全性 を維持す

る 上で重要な ものです。 インテ リジェン トなネ ッ

トワー クのll～現 に よ り,ネ ッ トワー ク内のパー ソ

ナル デー タと情報 は膨 大な量 にのぼ って います。

情報 の量 がこの ように増 え ます と,ネ ッ トワー ク

のセ キュ リテ ィを最大化 させ,そ して偶 発的な,

あ るいは故意の,オ ー ソラ イズ されていないア ク

セ ス使用,変 更 もしくは破壊 の リス クを最 小化 し

ていか なけれ ばな りませ ん。

米国 も国際的 なガイ ドライン,こ れはOECD(経

済 開発協 力開発機構)内 でつ くられ てい るガイ ド

ライ ンの構 築 をサ ポー トしてい ます。 このガイ ド

ライ ンは複数の領域 を包含す る もの であ ります。

技術 的,法 的,標 準の問題 を網羅 しています。 こ

のガイ ドライ ンは最終 的 に決定 され ます と,一 般

的 なフ レーム ワー クを提供 す ることにな ります。

これ に よって公共,民 間部 門の人た ちが,情 報 シ

ステムの セキュ リテ ィの統 一的な政 策,そ して措

置 を実施 してい く上 で役 に立 つ ことにな ります。

(4)プ ライバ シ ・

ネ ッ トワー クの グローバル化 はプ ライバ シ保護

の問題 も提 起 して います。例 えばシグナ リング ・

システム7の ような新 しい技術 は,コ ーラ(Caller)

IDと い った ような新 しい多 くのサー ビスをもた ら

しま した。 このサー ビスに よって,実 際の受信者

が電話 に応答 する前 に発信者 の電話のナ ンバ を確

認す るこ とがで きます。 しか し,こ の ようなサー

ビスの 出現 に よりまして,業 界の り一ダたちに と

っての チャ レンジ としては,顧 客のプ ライバ シの一



一
権利をよく保ち,し かも情報のフリーなフローを

確実にしていかなければな りません。さらに,こ

の個人のプライバシの権利を守る既存の法令に加

えまして,米 国政府では,新 しい技術から派生す

るプライバシ開題に対応すべ く措置をとっていま

す。

また米国はOECDの プライバシガイ ドラインを

支持 しています。これは人権 を擁護 し,国 際的な

データフローの妨害を防止するものであります。

OECDに よりますと,プ ライバ シ保護 というのは

さまざまな形で達成することができると言えます。

それは自己規制であるとか,業 界の行動規範 とい

った ものであ ります。

このようなガイ ドラインと相まちまして,米 国

政府は企業,そ して業界団体 とともにプライバシ

の行動規範を採択することになっています。これ

によりまして,パ ーソナルデータの収集と使用に

妥当な制限をつけようというものであります。OECD

のガイ ドラインは個々の技術 というよりは,基 本

的な原則に焦点を合わせておりますので,新 しい

技術が出現 してきてもこのガイ ドラインは効力が

あると言えます。

(結論)

EDIは,コ ンピューテ ィングとか コ ミュニ ケー

シ ョンが もた らす新 しい技術,装 置,サ ービスプ

ロバ イダ,付 加価値サ ービスの爆 発的進歩 の始 ま

りにある と言 え ます。私 たちは このグ ローバルな

ネ ッ トワーキ ングのベネフ ィッ ト,EDI,ボ イ スメ

ール ,フ ァックス とい った もの,そ れ を もっ と使

って,さ らにユニバーサル なネ ッ トワー ク といっ

た ものになれて きている今 日,こ の ようなチャ レ

ンジに対応 してい くとい うこ とが もっ と重要 にな

って まい ります。

プ ライバ シ,ネ ッ トワー クセ キュ リテ ィ,互 換

性,信 頼 性とい った問題,こ れ はほんの一部 に し

かす ぎません。そ ういった我 々の成功 に とっての

キー とな る もの は政府 と民 間の協 力にあ ると言 え

ます。

この ように我 々が直面 してい るチ ャレンジは,

複雑 ではあ りますが,グ ローバル なネ ッ トワーキ

ング,そ して 多 くの アプ リケーシ ョン とい うもの

が,ま さにテ レコ ミュニケーシ ョンの将 来 を形づ

くるこ とは明 らかであ ると言え ます。

特別講演－ll

「情報技術革新と産業機能の再編成」

京都大学

経済学部 助教授

池尾 和人 氏

(1)はじめに

情報通信技術の発展は,産 業間のボーダーを変

更する可能性を持つ ものです。すなわち,産 業間

の線引きを根本的に見直す必要を生むようなもの

です。

最近の経済学でよく使 う表現 として 「範囲の経

済」 というのがあります。複数の作業ない しサー

ビスの提供について,別 々にやるよりも,そ れを

ひとまとめに してやった方が効率的である場合に,

範囲の経済が存在するとか,エ コノミーズ・オブ・

スコープが働 くか という言い方をしています。そ

して,情 報通信技術が発展すると,範 囲の経済の

作用す る範囲が変化するわけです。

産業のボーダーの変化の最 も具体的な例が業際

EDIに なるかと思います。単に商業データや決済

データだけを処理するのではなく,商 業データと

決済データを連携処理することが,現 在の技術的

な条件 を前提にすると当然望 ましい方向という形



で捉えられるわけです。

このことは,あ る意味で非常に大きな新 しいビ

ジネスチャンスの出現であると受け止めることが

できます。私の目か ら見ます と,流 通業の側の方

がより積極的な企業が多く存在するようです。こ

れに比べて,金 融業の側の対応の仕方はどうも消

極的であるように感 じざるを得ません。

t ・t
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(2)業際EDIの 提 供

日本 の金融業 は日本の コンピュー タ業界の最大

のユ ーザでず っと来てい ます。昭 和40年 代の第一

次 オ ンライ ン,昭 和50年 代 の第二次 オ ンライ ン,

昭 和60年 代 の第三次オ ンラインシステム,さ らに

は銀行 間の システムの面 で も,1973年 に 全国銀 行

デ ータ通信 システムが発足 してい ます。1979年 に

は第二次全銀 システムが,1983年 に は第三 次全銀

システムが稼働 を開始 し,現 在 に至 ってい ます。

その全銀 シス テムは今や世界最大のエ レク トロニ

ック・ファン ド・トランス ファ・システム(EFTS)

と して存在 して ます。

こうい う実績か ら見て,金 融業 は情報通信技術

の導 入 ・活用その もの について消極的で あったわ

けではな く,そ の面ではむ しろ非常 に先進的 に行

って きたわけです。 しか し,あ くまで も金融業が

や って きたEDIは,EFTで あ ったわけで,資 金流

にか かわる ものに限定 した ような形 での取 り組み

であったということです。

今後はそういう形で取 り扱うデータを限定 した

形のEDIで は,将 来のビジネスチャンスがかなり

限られたものになると思います。単なるEFTと い

う形のEDIか ら,決済以外のデータについて も包

含 したような業際EDIの 提供に向かうべ き時期に

今や来ているのではないか思っています。

ご承知と思いますが,受 発注VANや 流通VAN

業者は,連 携データ処理に関す る極めて根源的な

ニーズを酌み取る形で金融VAN化 しつつありま

す。例 えば受発注VANの 金融VAN化 で一番頻

繁に引用される例 としては,大 阪の薬局ボランタ

リーチェーン,ア ルマの例があり,そ れか ら企業

グループの例では,山 陽国策パルプ ・グループの

SKP決 済機構の例などがあるかと思います。

⑧金融仲介機能の分解

銀行の基本的な機能は,預 金を集めてそれを貸

付する活動に代表 されるような金融仲介機能です。

そういう金融仲介 という本業の面でも情報技術革

新の影響が非常に及んでいて,そ の側面でもある

種の分業の見直 しみたいなものが生 じてきている

事情があります。

貸出という銀行の本質だけを取 り出すような動

きが生 じています。その先頭を切っているのが,

アメリカのマネーセンターバンクスと呼ばれるよ

うな銀行ですけれども,そ ういう銀行は,自 分が

行った貸出を満期 まで保有することはもはやほと

んどしないわけです。銀行は得意なことだけをや

って,相 対的に不得意になってきていること,あ

るいはほかの組織の方が得意になってきているこ

とに関 しては,ほ かの機関投資家のような企業 と

協力して,新 たな分業体制の もとで行 う動 きが非

常に進んでいるようです。

1980年代,ア メ リカの銀行は一生懸命資産の圧一
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縮 をや ってきたわけです。活動規模 を圧縮 したの

ではな くて,活 動規模は一定の拡大をしつつ,そ

れがバランスシー トに資産 としてあらわれる規模

は縮小する動 きをずっと進めてきた。それに対 し

てH本 の銀行は,な にか資産規模を増やすばかり

の活動 をしてきたみたいな非常に対照的な動きが

あ ります。

活動規模 を一定に保ちながら資産を圧縮するた

めには,か なり高度な分業体制を組まなければい

けなくなり,そ れに伴って非常に煩雑な管理事務

等が発生する。それはシステムの助けな しに絶対

できないわけで,逆 に言うと,シ ステムを組める

ようになったからそういうことができるようにな

った といえます。

手町に本店がある金融機関同士が,ユ ーロ市場を

使 って資金の取引をするというようなことをやる

わけです。現在の通信技術の観点から言 うとそう

いうことは容易に可能なわけですから,や ってし

まうわけです。

EDIの 定着のプ ロセスを余 りにコントロール し

て計算 どお りに進めようとすると,か えって失敗

するおそれが考えられます。む しろ規制緩和 と競

争促進の中でEDIに ついて も進めてい くこ とで

す。ですから,政 府部門の役割は,標 準化の促進

等の社会的共通基盤整備のところに重点を置いて,

行動規制のようなものはとらない形で事態を進め

てい くという方向が望 ましいのではないか という

ふうに考えています。

(4)政策的合意

経済的環境や技術的基盤の日米の違いから金融

仲介機能の分解に対する対応が遅れているという

のであれば,ま だいいわけですが,そ の差 という

のはそれほど大 きくなくて,政 府のパブ リックポ

リシー(公 共政策)の あり方がかな りそういう立

ち遅れを説明するのではないか と懸念されます。

つまり,日 本の場合,金 融業に関する規制の緩

和 というのは非常に遅れているように思います。

ところが,金 融機関の人に聞きますと,予 想を上

回るテンポで自由化が進んでいるとおっしゃるん

ですね。なにかやっぱり住んでる世界が違うのか

な という気が しないでもありません。

いま,公 共政策を担当 している政府 自身,他 の

国の政府 と実は競争状態に入っていることを正 し

く認識 しなければいけません。一つの国の制度が

使いづ らい,あ るいはインフラス トラクチャが未

整備であると,産 業がそこか ら逃げていくことに

な ります。金融業などの場合は端的でありまして,

非常に通信技術が発達した結果 として,例 えば大

セ ッシ ョン(1～3)

次 に示す3つ のテーマの各セ ッシ ョンで,事 例

紹介 などが行われ た。紙面の都合 によ り,詳 細 は

割愛す る。

セッション1

「EDIの戦略的位置付 けと効果の検証」

EDIは 事務処理の効率化,製 品開発,調 達,生

産,販 売等の一連の諸機能の有機的結合による業

務の最適化,新 規事業開拓等に広 く活用されてい

るが,代 表的事例を通 して,企 業の経営戦略にお

けるEDIの 位置付け,EDIの 導入と社内組織や仕

事の流れのあり方の関係,EDI導 入の具体的効果

等を考察するとともに,個 別企業の立場を越えて

インフラ整備の観点から取 り組むべ き課題を摘出

した。
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セッション2

「標準化,高 度化に対応 したシステム整備」

EDIの 導入に当たっては,目 指す効果 と既存の

社内システムとの調和,将 来の拡張性等を勘案 し

つつ,適 用業務の範囲,ビ ジネスプロ トコルや通

信プ ロトコルなどを選択することとなる。

EDI導 入に当たってのこのような実務者の判断

に資するため,標 準の採用による複数のプロ トコ

ルの運用,社 内システムとの連動1生の確保等の状

況,EDIの 通信プロトコルとしてOSIを 導入する

ためのファイル転送や電子メールの手順,欧 米に

おける国際標準化動向,EDIサ ービスの状況等に

ついて紹介するとともに,今 後の課題 を考察 した。
ぺ忍 法鉢 ≧沃ぐ・パ ペ経④守
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セ ッシ ョン3

「グ ローバル ビジネス におけるEDI」

情 報 ネッ トワー クが経済取引 を追 って グローバ

ル 化 して い る 中 で,海 外 で は 国 際 標 準 で あ る

EDIFACTや 米 国標 準ANSIX .12等 の 実 用化が

進んで いる。 わが国 の海 外進 出企業 も棚 下一国にお

いて この ような動向への適応 を迫 られている とと

もに,わ が国に進1{1す る外国企業が わが国企業 と

EDIを 実 施 す るこ ともr－想 され る。この ような中

で,グ ローバル ビジネスの代表的 セ クター と して
,

電 子機 器,自 動車,流 通の3つ を取 り上 げ,わ が

国企業 に よる国際標 準への取組み と国 内標準や社

内 フ ォーマ ッ トとの調 和,外 国企業 によるわが国

にお けるEDIの 実施,国 際ネ ッ トワー クサー ビス

の利 用,わ が国 としての国際標準 の開 発普 及活動

へ の参加,貢 献等について ,現 状 を紹介す る とと

もに今後 の課題 を考察 した。
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特別講演

「世界各国 におけるEDIの 現 状 と方向」

次の地域 の機 関 ・企業 か ら各地 域 にお けるEDI

の 動 向(EDIの 普 及,実 施状況,利 用状況 な ど)

を紹介 した。

米国,フ ランス,オ ー ス トラ リア,シ ンガポール,

韓 国

パ ネルデ ィスカ ッシ ョン

カ

/
9

遣
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暮 _識 ▲ジ 機 一

薪壕楚 ＼蔚 ㌧ ・
パ ネル ・デ ィスカ ッシ ョンでは,各 セ ッシ ョン

のサマ リとそれ を踏 まえた討議 が行われた。 ここ

で は討議 された次の4つ の トピックの うち,3つ

の概 要 を紹介す る。 なお,紙 面の関係 で発言の一

部 を掲載す る。

1.EDI推 進 のためのキーテク ノロジあるいはスタ

ンダー ド

○会田

今回,EDIで 最 も注 目すべ き点 は標準化以外 な

い と思 ってお ります。 この標準化 とい うのが,特

にEDIFACTあ るいはCII標 準 の特徴 を一 言で言

うと,可 変長 とい うことにな ります。社内の シス

テム をつ くる場 合に は,固 定長ですべ てや ってい

た ので はないか と思 い ます。対外 的EDIに な る

と,そ れが可変長 とい うこ とにな ります。 そ こで,

い わゆる社 内 とEDI標 準 をうま くリンクす る トラ

ンス レータに工夫 が要 る。 この トランス レー タ と

い うもの を効 率 よ く,し か も高度 につ くりませ ん

と,か な り社 内の シス テム に影響が され るのでは

ないか と考 えてお ります。

それ ともう1つ,最 近,国 際的に もイ ンタラク

テ ィブ とい う新 たな動 きが出て きま した。そ うな

ります と,今 までのEDIと 多かれ少 なかれ変 えな

ければい けない と考 えてお ります。 といい ますの

は,今 までのEDIは フ ァイル転送型 とい うんで し

ょうか,大 量のデ ータを まとめて送 る形 をベー ス

に考 えていたわけですが,イ ンタラクテ ィブ型 と

い うこ とにな ります と,非 常 に短 い電文 をや りと

りす ることが必要にな る と思 います。 この あた り

は新 たな工夫が必要 になるだ ろ うと思 い ます し,

これが普及す る前 に,基 本的 には標準化 を早期 に

図 るべ きだ ろ うと思 ってお ります。

OWalker

EDIの 定 義 を広義 に とってみれば,デ ータ を一

つの コンピュー タか ら別 の コンビュー タへ送 る。

そ こで標準的 なデータの構 造 を使 うとい うこ とに

なるわけです。 そこで忘れてな らないこ とは2種

類 のEDIが あ る とい うこ とです。

1つ は,ト ラ ンザ クシ ョンEDIと い うもの。例

えばEDIFACTが そ こでの標準 としての例 にな り

ます。 そ して もう1つ 重要 なのは,こ の トランス

ファの方式 には,バ ッチあ るい はインタラクテ ィ

ブ な ものがあ るとな ります と,イ ンタラクテ ィブ

なバ ー ジ ョンをつ くるには大変 な作業 を要求 され

るわけであ ります。つ まり,一 度 問 を投 げか ける

と,長 く待 たず にす ぐに答 えが返 って くる という

こ とが求め られ るわけであ ります。

です か ら,言 わば一つの傾向 として,一 方 では

ビジネス標準 が あ り,も う片方 には,よ り大 きな

動 きと してテ レコ ミュニ ケーシ ョンのプ ロ トコルーン
」
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とい うことに関連 しての大 きな転換が あるわけで

す。

興味深 い作 業が現在ISOで 進 行中です。これ は

基本的 なセマ ンテ ィックデ ィポ ジ トリと呼ばれ て

お りま して,デ ータエ レメ ン トのデ ィレク トリを,

関 連 した もの は一緒 に しよう とい うわけです。 こ

れが実現 すれば さまざまな構造の メ ッセー ジが必

要 な くな るか も しれ ません。 これが進む と,た だ

単にデータエ レメ ン トや高度のプ ロフ ィールが あ

れ ば,メ ッセー ジ構造 とい うものは必ず しも必要

ない とい うこ とになるのか もしれ ませ ん。ち ょっ

と未来主義的か もしれ ません。 しか し,将 来 は必

ずその方向 に進む といって間違 いない と思 い ます。

2.メ ッ セ ー ジ ・ ト ゥ ・ ト ッ プ マ ネ ー ジ メ ン ト

〔省 略 〕

3.ア ジアEDIFACTボ ー ドの将来の活動の方向

づけ

○伊東

私はUN/EDIFACTア ジアということでアジ

アを担当しております。非常に幅広い地域をカバ

ー してお りまして
,ま だまだインフラ的に通信の

状況がよくないところも多く含んでお ります。

しかし,NIESを 代表 しますように,貿易量が非

常に急激に増えています。それに伴う通関とか貿

易手続 きの書類の量 というのが,ど うしようもな

くなってくるわけです。やはりそういうところの

ボ トルネックを,合 理化するためのツールがEDI

ではないかと思 います。このEDIFACTの ボー ド

の活動に関 して,近 隣の諸国は非常に関心を持 っ

ております。そこでどうしてEDIな のか,あ るい

はEDIFACTと は何なのか,そ ういうものを絶え

ず訴えていく,こ ういう活動が必要ではないかと

思います。

それ か らもう1つ は,国 際的な場で,ア ジア地

域 としてEDIFACTの 開 発,保 守,普 及,そ うい

った面で我 々は応分の協 力を していかない といけ

ない とい うことです。今 まで は欧米が つ くりまし

た標準 を勉強 して,そ の まま取 り入れ てい ました。

いわゆ る標準化 ただ乗 りとい う批 判が出 ないよ う

な状況 をつ くる必要 があ ります。 そのため には,

まず我 々の地域の 中で,日 本 だけではな く,メ ン

バー諸国間で協 力 し合 って
,EDIFACTの 開 発の

一部 に関与 して い くと
,そ ういったこ とが必要 で

あろ うと思 い ます。

それか ら日本か ら見た場 合,言 葉の障害が あ り

ます。EDIFACTの 標 準 は全部英 語で書かれてお

ります。 この ため我 々の地域 においては,そ れぞ

れの国の言語 にこの標準 を全部翻訳 しない といけ

ない。やは り普及 させ るため には,こ れ は どうし

て も避 けて通 れない一つの道だ と思 うわ けです。

4.国 際的なEDIの 進め方

OWalker

それでは1つ 強調 しておきたいことがあります。

私たちは国際的な経済の協力以外のアプローチで

発展 してい くことはできません。すなわち市場の

グローバライゼーシ ョンというのは継続的に続 く

と思います。GATTの 交渉は望 ましいほどの成果

を見せてお りません。いろいろな違った視点,考"

えがあるわけです。 しか しなが ら,基 本的な トレ .

ン ドとなっているのは,経 済活動の相互依存化で

あります。それに対 して適切な対応をとっていか

なければならないと思います。そしてマネージメ

ントとしても,そ れを実現するためにEDIそ の他

を,根 本的な技術として取 り入れていかなければ

ならないと言えます。標準化の商題,協 力 してお

互 いに貢献 し合 うというこど,こ れが基本的に重

要であると言えます。EDfーはそのダイナ ミックス一
…
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の中で それ らを達成 して い く,必 要 なプ ロセ スを

経 てい く上でキー となる技術 であ ると言 え ます。

○ 田島

2つ の点 を簡単 に申 し上げたい と思 います。

1つ は,私 はこれ まで,流 通 に限定 してです け

れ ども,1日 ソ連 であ ります とか,あ るいはハ ンガ

リーであ ります とか,中 国であ ります とか,そ う

い った国 々に公的な立場 で参 りま した。今後 こう

い う流通の技術支援の ため に,例 えば インフラ と

してのEDIと い うような もの を,テ ーマ の1つ に

選 んでい くべ きだ とい うような気がいた します。

もう1つ の点は,今 後は完成品輸 入が増 えて く

るで あ りま しょう し,そ の 中で は 日本側の仕様 に

よって海外で生産 され る ところの,い わゆる開発

輸 入 とい う仕組 みが増 えてい くと思 い ます。 そ う

い うことで海 外 ビジネスと国内の流 通 との ドッキ

ングを,例 えばEDIに よって図 ってい くこ とで,

あ る意味 ではEDIの グ ローバ リゼー ションを進 め

る一助 にな り得 ます。 これは例 えば 日本 に固有の

総 合商社 とい う業態,戦 略の今後の見直 しの 中で

も,私 は考慮 さるべ きで ある と考 えてお ります。

響 願 帯 騨 警

鱒素皐 具徳艦 蹴 繍 焦
。一 ぺ紗c糊 ギ㌘ ぶ紗ng'

パ撃ξ 玩

レセプション開始に先立ちあいさつする影山 衛司当協会会長

併 設展示

わが国で は,EDIの 歴 史が浅いため,こ れ まで

ベ ンダに よるEDIツ ールの供給 はあまり活発では

なか った。最 近,電 子機 器業界の標準(EIAJ標 準)

の 浸透 とともに,わ が国の標準化 の方 向が かな り

ク リアーになって きたこ ともあ り,ベ ンダに よる

EDIツ ール の製 品化 が活 発にな って きた。これ ら

の最新 のEDIツ ー ルの動 向を,実 物で広 く紹介す

ることを目的 として,EDICOM'92の 展 示が実施 さ

れ た。

展示 はシ ンポジウムの 日程 に合わせ,6月15日

午 前11時 か ら6月16日 午 後5時 まで,講 演 メイン

会場の一つ下 に位置 した京王プ ラザ ホテルの4階

花の 間で行 った。 出展参加 企業数 は延べ30社 で,

延べ2,300名 の 見学者 が あ り,大 変な盛 況で あ っ

た。以下,展 示の概 要 を紹介す る。

〔展示の構成 〕

展示 は大 き く3つ の コーナー に分かれて いた。

F手 順 コーナー(実 演デモ),H手 順 コーナー(実

演デ モ)そ して一般 製品展示/業 界VANコ ー ナ

ー(実 演 デモを含 む)で ある。F手 順 コーナー と

H手 順 コーナーでは,新 しいEDIの ネ ッ トワー ク

形態や今後の製品化が予定 されている新 しいツー

ルが紹介 され,一 般 製品展示/業 界VANコ ー ナ

ーでは最新 のEDIツ ー ルが紹介 され た。また,F

手 順 コーナー とH手 順 コーナーで は,働 日本情報

処理開発協会 産業情報化推進 セ ンターお よび働

流通 システム開 発セ ンターがそれぞれ と りまとめ一/



一
役 となった内外 の主 な コンピュー タメー カによる

共同展示の形態をとり,一 般製品展示/業 界VAN

コー ナーで は,個 別ベ ンダ(コ ン ピュータメーカ
,

ソフ トウェアハ ウス,VAN事 業者)に よる個別 展

示 が実施 された。

〔F手 順 コーナーの概要 〕

F手 順 とCIIシ ン タックスルール に よる新時代

のEDIのEDIメ ッセージの交換実験 を行った。こ

の実験 は,電 子機器業 界の組立 メーカ と部品 メー

カ間のEDIに よ る受発注処 理 を模擬 した もの で,

標 準メ ッセー ジ として,EIAJ標 準 の注 文メ ッセー

ジが使われた。実験 参加企 業は ,コ ン ピュータメ

ーカ8社(注1参 照)で
,4社 つ つ組立メー カの

立場 と部品メーカとに分かtL,ISDN回 線 とF手 順

による異機種間相互接続 を行 った。CIIシ ンタック

スルール を用 いた ため,CIIト ラ ンス レー タが使 わ

れ,CIIシ ン タックスルールの実用性 を実証 する場

に もなった。

この今後の わが国の国 内標準EDIで あ る「F手

順 十CIIシ ンタ ックスルール」に よるEDIの 接 続

実験 は,見 学者 にEDIに よ る業務 処理の具体的 イ

メー ジを与 え るとともに,新 しい体 系の先進性 や

機能性 を十二分 に示 した。 す ぐにで も導 入 したい

とい う見学者 も少 な くなか ったが,製 品化時期が

来 年4月 以後であ り,い ま しば ら く待機 して もら

わなければな らない ことが,な ん とも残念であ る

とい う感 じを抱 かせ た展 示であった。

注1)沖 電気工業株式会社,株 式会社東芝,日

本アイ ・ピー ・エム株式会社,日 本電気株式会社,

日本ユニシス株式会社,株 式会社 日立製作所,富

士通株式会社,三 菱電機株式会社

〔H手 順 コーナーの概要 〕

流 通業 界に広 く普及 して いるJ手 順の新バ ージ

ョンであ るH手 順 によるEDIメ ッセー ジの交換実

験が行われ た。 コ ンピュー タメーカ を中心に7社

が参加 し,H手 順に よる流通業界のEDIメ ッセー

ジ交換 とい う共通 テーマの もとで,各 社 それ ぞれ

のモデル システムに よる実験 が公開 され た
。他 に,

3社 がH手 順 の カ タ ログ展示 を行 った(注2参

照)。

各社 と も2台 の端末 を設置 し,2台 の端末 間で

流 通業 界のメ ッセー ジの交換 を行 い,H手 順の実

用化が近 い ことをア ピール した。F手 順の接続実

験が主 にホス トコンピュータ間で行われたの とは

対象的で あった。

注2)株 式会 社NTTPCコ ミ ュニケー シ ョン

ズ,日 本 アイ ・ピー ・エム株式会社,日 本電気株 式

会社,日 本ユニ シス株式会社,株 式会社 日立製作

所,富 士通株式会社,株 式会社マ イカル システム

ズ(以 上,接 続実験 参加企業),

日本 タ ンデムコ ンピューターズ株式会社,日 本デ

ィジタル イクイ ップ メ ン ト株式会社(以 上,カ タ

ログ出展企業)

株 式会社 ソフ トウェア ・ビジネス(特 別協 力企 業)

〔一般製 品展 示/業 界VANコ ーナ ーの概要〕

わが国の主要 なEDIベ ンダ12社 に よる展示が行

われ た(注3参 照)。 主 な展示製品 は,ト ランス レ

ー ターソフ ト
,ト ランス レーター と通信 シス テム

を含むEDI用 シ ステムな どであ り,VAN事 業 者

ではEDIサ ー ビス(EDI用 メ ッセー ジ交換サ ー ビ

ス)も 紹 介 されて いた。UN/EDIFACT
,ANSI

X.12そ してEIAJ標 準 に対応す る各種 ツールの展

示が多 く,見 学者の関心 も高 かった ようで,標 準

化の浸 透 をうかがわす もの となっていた。 また,一



特定業界のEDIに 対応 したツール として,建 設業

界のCIネ ット端末,家電業界の端末等が展示実演

された。

注3)株 式会社 ソフ トウェア ・ビジネス,ス タ

ー リングソフ トウ ェア株式会社 オー ダーネ ッ トイ

ンターナ ショナル ジャパ ン,三 菱電機情報 ネ ッ ト

ワー クサー ビス株式会社,NTTデ ー タ通信株 式会

社,富 ヒ通株 式会 社,H本 ユニ シス株式会社,株

式会社電通国際情 報サー ビス,H本 電気株式会社,

日本 イーエヌエスAT&T株 式会 社,株 式会社アル

ゴテクノス,株 式会社1は 製作所,日 本 アイ ・ビ

ー ・エム株式会 社(以 上 ,コ ーナー番号順)

一



◇ 、

JRAMの 概 念

－JIPDEC方 式 の リス ク分 析 手 法 一

当協会 では,昭 和59年 よ り,コ ンピュータセキ

ュ リテ ィに関す る リス ク分析 の研 究に取 り組 んで

きた。取 り組 むにあたってはまず,リ スク分析 と

は何か,そ れ をコンピュータシステム に適用す る

ためには どの ようにすべ きか とい った点 を明確 に

し,つ ぎに,海 外 の状況 を調 査 し,そ の まま日本

の企業 で利用 で きるか どうかな どを検 討 した。 そ

の結果,日 本 の経営風 土に合 った りス ク分析 の方

法論が確立す る可能性 があ るとの結論 に達 し,そ

の具体的方法の検討 に入 った。 この ように して,

最 終的 に出来上 が ったのがJRAM(JipdecRisk

AnalysisMethod)す な わ ち,当 協会(JIPDEC)

が 開 発 した リスク分析手法 である。以下 ,JRAM

の概 要 につ いて ご紹介す る。一



一
1.JRAMの 構造

リスク分析については,欧 米では関係論文 も多

数あり,パ ッケージソフ トなども発売 されている

が,日 本ではそのようなこともな く,あ る意味で

遅れている分野ともいえる。また,当 協会で調査

した範囲においては,多 くの理論は実務に適用し

ようとする場合,あ まりにも人手を要 した り,日

本の経営風土では受け入れ不可能であった り,最

も肝心な損失の大きさや発生頻度の把握方法が実

務的でなかったり等 して,す ぐに企業で使 えるよ

うな手法は見あたらなかった。

当協会では,こ のような実情を認識 した上で,

これまでに調査 した結果を参考に,新 たに日本の

経営風 土に受け入れ られる実務的な リスク分析手

法の確立に取 り組んだ。 この場合の前提条件は,

簡単に利用できること,規 模の小さい企業であっ

て も利用できること,利 用するために新たなコス

トを必要 としないこと,な どであった。

JRAMは,基 本的には2つ の部分から構成され

ている。1つ は,質 問票による現状の脆弱性分析

であり,こ れにより何処に脆弱性が潜在 している

かを把握す る。 もう1つ は,業 務 日報や事故報告

等による現状の実態分析であり,こ れにより損失

の大きさや発生頻度を把握する。この2つ の分析

から,最 終的に費用対効果分析を行って有効な リ

スクの処理方法 を選択 し,実 行することになる。

JRAMを 簡単に説明すると以上のように言 うこと

ができる(図1)。

図1JRAMの 構造
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事故原因の分析(フ
ォール トツリー分析)

JRAMリ スク分析報告書

費用対効果分析
リスク処理方法の選択(ツールミックス)

リスク処理方法の実行

2.JRAM質 問票

JRAM質 問票は,通 商産業省の「電子計算機シ

ステム安全対策基準」と,IBM社 の 「セキュリテ

ィ・アセスメント質問票」とを参考に して作成 し

たものである。JRAM質 問票は,す でに述べたよ

うに,現 状の脆弱性 を把握するための ものである。

そのために,重 要なセキュリティ領域を大別 して

次の7分 野に定めている。

・管理統制

・物理的セキュリティ

・信頼性

・不測事態対応計画

・適用業務の保全性

・アクセス管理'

・データ伝送の保護一



そして,各 分野ごとにセキュ リテ ィを評価する

上で重要な事項についてブ レークダウンして質問

項目を作成 したものである。具体的な質問項 目に

ついては,必 要性が認められれば修正していくべ

きものである(表1)。

表1.JRAM質 問 票の構成

大項目 中項目 小項目
管理統制 一方針/組 織

一要員に関する 了続き

一情報の機密区分 と統制

一廃 棄処理 .

一遵守度モニタ

一要員教育

物理的セキュリティ 一火災

一浸水

一漏水

一侵入

一現場/事 業所

一テープ/デ ィスク・ライブラリ

信頼性. 一機器構成

一運用

不測事態対応計画 一災害復旧計画

一」ぱ 時対策

適用業務の保全判.
一監 査 と管 理

.
一適用業務の開発/保'操 理 ・ 一一・般

・プ ロ グ ラ ミン グ管理.

・プログラムライプラ幣 理

ア クセス管理 一情報アクセス管理

一ダイアルア ンプ管理

データ伝送の保穫 一データ伝送保護

一ワー クステーション管 理
、

(1)JRAM質 問票による調査

質問票は,企 画 ・開発 ・運用 ・設備関係等,情

報システムに関連する業務に従事する人に対 して

使用するように作成 されている。回答者は,合 計

で5--6人 程度に絞ることとしている。その理由

は,ス コアを付けて集計する方式をとってお り,

かつ,現 段階では手集計を前提 としているため,

人数が多 くなると集計に手間取 るため,少 人数を

対象として簡素化 しているものである。将来的に

は,プ ログラム化を図れば,人 数が増えても,ま

た複雑な計算方法を取 り入れたとしても,何 ら問

題はなくなることになる。

(2)JRAM質 問 票へのln|答 方法

質問票への 回答 は,熟 慮 してll1|答す るのではな

く,直 感的 に感 じたま まを回答 す るようにで きて

いる。 また,対 象 とす るシステムは1つ に絞 り,

次 の ようにY,N,NAの いずれ かでIJil暮す る方式

をとってい る。

Y:「 その とお りで あ り,十 分で ある」 と

感 じた場合 。

N:「 対策 が講 じられていない」,あるいは

「対策の必要が ある」,または「この質問

項 目が 該 当 しな いか どうか 自信 が な

い」,な どと感 じた場 合。

NA:「 この質問 は当方には該 当 しない」 と

感 じた場合。

(3)判 定 お よび評価の方法

記 入済 みの質問票 を回収 した ら,最 終的な評価

を行 わなければな らない。 その場 合,lnl答 者 の判

定が基礎 とな る。

①判定

判定 とは,JRAM質 問票の 中項 目(表1参 照)ご

との質問項 目全体 につ いての現状 の判断 をいい,

これは回答者が記入す る。例 えば,中 項 目のなか

に質 問が6項 目あると した ら,そ の6項 目を総合

しての セキュ リテ ィ状 態の判定 というこ とになる。

判定 は,a,b,c,dで 行 うが,そ の意味は次

の とお りで ある。

a:「 十分対策が講 じられてい る」,あ るいは

「現状 で十分 であ る」場 合。

b:「 リス ク(脆 弱性)を もっているが注 意

すれば十分 カバ ーで きる」場合。

c:「 対策 を考慮 す る必要性 があ る」場合。

d:「 対策 を講 じる必要性 が大 きい」場合。

(4)評 価

中項 目の判定 を総合す ると,大 項 目の評価がで

きる。例 えば,管 理統制 とい う大項 目の評価 は,6一



つの 中項 目の判定 を総合 して評価 した ものであ る。

回収 した回答票 を集計 す る。 これは,中 項 目ご

とに,a,b,c,dが そ れぞれ何 人で あるか を

集計す る。別途,a,b,c,dに は,つ ぎの と

お りの値が定め られ ている。

評 価 A B C D

値 95 80 55 20

例 え ば,「 管理統 制」については,6つ の 中項 目

があ る。 この6つ の中項 目につ いての判定 を集計

した結果 を例示す る と,表2の ようになる。 この

表 で,aと いう判定 を下 したのが8人 い る。従 っ

て,8人 ×95=760と な り,同 様 に計算 してい くと

bが1040,cが440,dが20と い うこ とにな る。

表2.大 項 目 「管理統制」の判定の集計例

中 項 目

回 答 判 定

a b C d

方針/組織 2 3

要員に関する手続き 5

機密区分統制 5

廃棄処理 1 4

遵守度モニタ 2 3

要員教育 1 2 1 1

計 760 1,040 440 20

(注)これは5人 が回答 した例である。

この例 で,大 項 目 「管理統制」の評価 を求め る

こ とになるが,評 価 につ いては,次 の とお りA,

B,C,Dの 基 準 が設 定 されてい る。

評 価 A B C D

評価点区間 100～91 90～71 70～41 40～0

中項 目が6つ あ り,回 答 したのが5人 で あ り,合

計 は2,260と な ってい る。判定の平均値 を求 める場

合,2,260を6項 目で割 り,そ れ をさ らに5人 であ

割 る必要が ある。す なわち,評 価点 はつ ぎの よう

になる。

2,260÷30=75.3

この75.3と い う数字は,B評 価 の区間に入 ってい

るので,大 項 目 「管 理統 制」の評 価はBと い うこ

とにな る。 そ して,こ のA,B,C,Dと い う評

価 のそれぞれの持つ意味 は判 定のa,b,c,d

と同 じで ある。従 って,こ の場合 の評価 は 「B」

で あるか ら,管 理統制 全般 については,「 リス ク/

脆 弱性 を持 ってい るが注意 をすれば十分 カバー で

きる」 というこ とになる。

3.JRAM事 故分析

JRAM事 故分析は,情 報システムにまつわる事

故等を記録することか ら始まる。この記録が蓄積

されると,事 故等による損失発生の確率 を求める

ことができる。 また,一 方では,こ れらの記録が

とられていれば,原 因の追求や改善に役立てるこ

とができる。このため,JRAMで は,JRAM事 故

分析用 として,業 務 日報,障 害報告,障 害復旧完

了報告,損 失報告などの様式を示 している。様式

については,必 ず しもこの通 りでなければならな

いということはな く,自 社で使い易いものを工夫

してつ くればよい。各様式の内容を簡単に紹介す

ると次のようになる。

(1)業 務 日報

オンライン ・システムの立ち上げ時刻や終了時

刻等を記録する通常の業務 日報に,情 報システム

にかかる障害の概要 を記入す る欄をつ くり,記 入

するようにする。一/



(2)障 害報告

業務日報に記載された障害概要について,1件

ごとに障害報告を作成する。これには,ど の業務

で,どの程度の影響で,障 害の状況はどのようであ

り,そ れをどのように処理 したのか等を記載する。

(3)障 害復旧完了報告

障害報告に基づいて,障 害の復旧 ・完了につい

ての報告を作成する。これには,原 因,障 害か ら

復旧するために要 した費用,業 務上の影響等を記

載する。

(4)損 失報告

情報システムで発生 した事故 ・障害により企業

が受けた損失を,直 接損失 と間接損失に分けて記

載する。

㈲ リスク分析ワークシー ト

以上の報告等から,ワ ークシー トを作成するこ

とになる。 まず,業 務 日報の 「障害概要」欄から,

障害報告が作成 される。次に,障 害報告に記載さ

れた事象からの復旧 ・完了 したことを示す障害復

旧完了報告が作成される。そして,こ の障害復旧

完了報告の 「障害対応に要 した費用」欄 と,別 途

作成 している損失報告から,損 失金額集計表を作

成する。そ して,こ れを一定期間まとめて,障 害

原因別 ・損失種類別に集計 したものがワークシー

トである(表3)。

表3.

記 入年 月 日 年 月 ～ 月

リスク分析 ワー クシー ト(集 計表)

コー ド 障害|三要因 障割 要因との関わり 障害件数 直接損失金額 間接損失金額 対応費用金額 損失合計金額 備 考

01 CPU

ω記憶装置

②演算装置

③1/0制 御

02 周辺装置

〔1)DISK

②FDD

③MT

〔4)LP

㈲ その他

03 回線

〔1}MODEM

②回線制御装置

(3)局 線

04 OS {Dソ フ トパグ

05 AP U)業 務プ ログラム
-

②業務ファイル

06 オ ペ レー シ ョン

(1腺 作ミス

②データ人力ミス

{3)操作仕様 ミス

07 電 源
(D電源装置

②停電
、

08 空 調 ω空調装置

②冷却塔関連

09 災 害 ω人災/天 災

10 犯 罪 (1}内部犯罪

②外部犯罪

1

15 その他 (1拠理能力不足

合 計一



4.JRAMの 活用

リスク分析を行 うにあたって,と くに手法を持

っていない場合には,このJRAMを 活用 してみる

のがよい。最初か ら完全なスタイルで実施するこ

とが不可能であると思われる場合は,部 分的に実

施 してみることでもかまわない。例え拭,今 回は

JRAM質 問票で情報システムの脆弱性のみを把握

してみようといったアプローチ もあろう。

また,リ スク分析 を実施するにあたって,損 失

の大 きさや発生頻度についての統計類がほとんど

存在 しない現状からは,障 害報告等を記録 してい

くことは貴重な情報を蓄積 していくことになる。

別の面か らは,原 因追求,そ れを基にしての改善

等に役立てるいみからも,障 害の記録をフォーマ

ットを定めて記録 してい くことか ら始めて もよ
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海外ニュース

〈情報産業市場>

Datamation誌 に よる世界 トップ100社 お よび北

米 トップ100社 に よれば,情 報産業界の1991年 度 の

業績 は前年 に較べ て不振で あ り,特 に北米 は落 ち

込んだ。 ソフ トウェア,情 報サー ビス,ワ ー クス

テー シ ョン分野 は着実 に売上 を伸ば して いるが,

大 型機,中 型機 の シェアは低 下 してお り,ユ ーザ

企業 の ライ トサイ ジング指 向 もあって,情 報 産業

界の構 造は変化 して きてい る。

〈情報産業界の動 き>

AppleComputer社 は,情 報家 電分野 に進 出す

るこ とを明 らかに した。 同社 は事業 の多角化 に伴

い他社 との技術協定や提携 を推進 してお り,ソ ニ

ーにポータブルPCの 生産を一部委託 した り
,コ ー

ドネーム 「Newton」 の 生産 をシャープ に委託す る

予定で ある。「Newton」 は家電市場 に送 り込む予

定のペ ンベース コンピュー タで,1993年 発 売予定

であ る。

〈ネッ トワーキング〉

アメ リカでは現在,Bellcoreと 地 域 電話会社 が

NationalISDN-1(NI-1)の 普 及 に努 めてい る。

NI-1は 基 本 イ ンターフェースプ ロ トコル を推進す

る もので,第1次 群 イ ンターフェースサ ービスを

確立す るためのNI-2は,1992年 末 まで にその定義

をBellcoreが 明 確 にす る予定で ある。ベル系地域

電話会社各社でのISDN普 及 率 はまちまちで,料

金格差 も大 きく,ISDNが 本 格 的に普及す るかどう

か不明であ る。む しろ一足飛び にB-ISDNに 移 行

す るので はないか とい う観測 があ る。

〈教育 ・マネジメン ト〉

教育 ・訓練関係 予算は最 も景気の影響を受けや

す く,あ る調査ではアメ リカ全体で企業が教育に

かける費用は1991年 は過去最低であった。一方,

情報技術を効果的に利用 しようとする経営者の要

求は強い。そのため他社と共同で教育 ・訓練団体

を設立する動 きが進んでお り,中 には40%ほ どの

コス ト削減を実現 した企業 もある。 しか しながら,

教育 ・訓練コス トの節約は長期的には社員の質の

低下を招 くと危倶する企業 もあり,今 後は,マ ル

チメデ ィア等の技術革新により教育 ・訓練 コス ト

の削減につながるようなユーザインターフェース

に優れたアプ リケーションの開発が期待 される。

〈電気通信市場〉

海外の企業 を誘致するため,東 南アジア地域の

電気通信インフラス トラクチャが急速に改善され

つつある。特に力を注いでいるのは香港とシンガ

ポールである。現在のところ電気通信サービス品

質については香港がリー ドしているが,香 港の中

国返還に不安を持ちシンガポールに拠点を移す企

業 も多い。香港は新規顧客の獲得のためディジタ

ル専用線を値引 きしたり,ア ナログ回線使用料 を

ディジタル回線の5倍 にしてアナログ回線の利用

を抑制するなど,既 存ユーザを犠牲にして企業誘

致に熱心 に取 り組んでいる。また企業の要求にも

かな り柔軟に対応 している。－
L
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『情報化社会に想うこと』

日揮株式会社

経営企画室情報企画部 第1グ ループ・マネジャー

猪狩 博史

先ずは,会 社紹介か ら。あまり馴染みのない会

社だと思いますが,会 社名は 「ニッキ」と読み日

本では数少ないエンジニア リング専業会社の一つ

です。ご覧になった方もあろうかと思いますが,

TV・CMで 所ジョージが 「スーパー・エンジニア

リング ・カンパニー日揮」 と言っているあの会社

です。

具体的に何 をと言うことにな ります と当社は,

石油精製,天 然ガス,石 油化学,原 子力等々の各

種プラント・施設等の設計,調 達,建 設,試 運転

等の役務の遂行をメインとしており,国 内外に約

10,000件 以上の実績を有 してお ります。最近は新

規事業 として,医 療施設やFA,SI事 業等も展開

してお ります。

また,エ ンジニア リング業務 という性質上情報

化の取 り組みについても富士通㈱殿のMシ リーズ

の第1号 ユーザでもあ り,設 計系を中心にそこそ

この早 さで取 り組み,ま た当社 もご多分にもれず

9年 前にコンピュータ部門を日揮情報システム㈱

として独立させ情報処理分野への参入を図 り今日

に至ってお ります。

さて,会 社紹介はここまでとし,最 近の情報化

社会に身を置いている団塊の世代のオジサンの一

人としての雑感を少々述べさせて戴 きます。

昨今の情報の多様化,ハ ー ドウェア ・ソフ トウ

ェア等の急速な進歩には正直戸惑うばか りです。

新聞を見てもよく毎 日こうもあるものだ と関心す

るくらい新製品等の記事が掲載されており,雑 誌,

講演等でも次々と新 しい概念が出されてお ります。

曰 く,ダ ウンサイジング ・ライ トサイジングだ,

分散環境だ,オ ープ ンシステムだ,マ ルチメディ

アだ,OS/2だ,ネ ッ トウェアだ,グ ループウェ

アだエ トセ トラ。枚挙に暇なく現出してきます。

こうした中からベス トなものを取捨選択 してい

くのは非常に至難の技であり,冷 静に考えてみる

とずいぶん恐いことをしているわけで,こ うした

中で,仕 事をす るというのはス トレスがたまりこ

そすれ解消されることは全 くありません。

常に情報に追いまくられ,そ の真意を探るため

にまた情報 を集める,こ うした社会だからこそま

たコンピュータが発達するのか も知れませんが,

情報 というか物す らない時代に非常に人間性の豊

かな環境 に育った年代 としては,こ うした急速な

変化には懐疑的にならざるを得ず,「世の中果 して

これで良いのか?で も仕事はや らねば!」 の繰

り返 しでス トレスの相乗効果は高まる一方です。

また,我 々の子供たち も段々こうした世界に好

む と好まざるとに係わりなく組み込まれていくよ

うです。いままでは,文 部省が一部の研究指定校

で行っていたコンピュータ教育を,こ れか らは義



務教育の正規の授業 として学校教育に組み込んで

い くそうです。

知 ・情 ・育という教育の理念をどこまでコンピ

ュータで実現できるのか,ま た予想されている弊

害をどう克服 しなければいけないのかビジネスを

離れ我々大人が充分考えていかなければな らない

課題だと思います。

とにか く,こ うした子供たちの世界にまで情報

化という波が押 し寄せ,否 応なく子供たちもその

中に巻き込まれてい くようです。 次世代を担う

子供たちが企業社会に組み込 まれる頃には,彼 ち

が私のような感慨 を持つことは多分ないのでしょ

う。羨ましいような,淋 しいような複雑な感慨で

す。

その学校教育にコンピュータを導入 してい く場

合 「個」に対する配慮 というのが大 きな 工つの課

題だそうです。

以前に岐阜大学の後藤教授のお話を伺ったお り,

「本来教育というものは中世以来個人を対象に"個"

を伸ばすことを目指 して行われてきた。 しかし,

近世の近代的学校教育の整備からだんだん個人差

による学力差 というものが生 じてきて逆に"個"

を伸ばすというのが大 きな教育課題になってきた。

従いコンピュータは"個"を 伸ばす という本来

の目的実現のよりよい手段 とならなければいけな

い。」という趣 旨のお話を伺ったような記憶があ り

ます。

これは,学 校教育のみならず企業においても社

員各々の 「個」を伸ば しレベルを上げるというの

は大いに必要だと思います。それは,各 人が何時

如何なる状況下にあっても各企業の目的に合致 し

た行動が的確にしかも迅速にとれるようにならな

ければならず,そ のツール としての情報化をより

一層押 し進める必要があると思います
。

また,こ のためには,我 々を含め情報 システム

部門の一人よが りなシステム開発等は厳に戒めな

くてはならないということにもなり,も っと情報

システム部門以外の人たちが自分の身の回 りを良

く見て,そ こから有益なビジネスに生かせ る情報

を的確に抽出で きる様な環境作 りをしていかなけ

ればな らないのではないでしょうか?

そうしないと情報だけが氾濫 し,情 報に振 り回

され,結 局は後の祭 りという現象は無 くならない

のではないか と思います。

つまるところは,各 個人の人間系の判断に帰す

るわけで,こ このところを十二分に注意 しないと

企業 も個人も発展 しないような気が します。

人 ・物 ・金 という経営の3大 要素に最近は情報

が加わ り,4大 要素になってお り情報 という概念

に対する価値観が大きく変化 してきています。

法律で も情報 という無形財産 を保護 しだ してき

てお り,今 後 もますます情報に対する認識 という

のは深 まり進歩 していくと思われます。

そ して,そ の情報を処理する手段であるハー ド

ウェア ・ソフ トウェア等 もまたより一層の進歩を

遂げていくと思われますが,や はりこういう世界

だからこそ 「個」を大切にしていきたいと思いま

す。

しか し,こ うした感慨は物 とか情報 とかが氾濫

していない時期 を経験 した我々のようなオジサン

の世代でしか持ち得ないものなのか も知れません。

しか し,オ ジサ ンとはいえ情報化の波の中に漂

っている身としては,ス トレスがたまろうと胃が

痛 くなろうと泳がねばならず,今 後 も皆様のお仲

間に加えて戴 き,い ろいろと勉強 させて戴 きたい

と思ってお りますので宜 しくお願い致 します。一
一.
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JIPDECだ よ り 一二 二三一 三一 三二 二 一 二 三 三三二 二 ミ》

麟 麟 懸総 務 部 麟 麟 麟

1.理 事 会 の開催

平成4年 度第1回 理事会が5月29日 に開催 さ

れ,以 下の議案が承認されました。

・平成3年 度事業報告書について

・平成3年 度収支計算書,正 味財産増減計算書,

貸借対照表および財産目録について

・平成4年 度補助金の受入れおよびこれに伴う補

助事業の実施 について

・組織規程の一部改正について

・職員退職手当支給規程の一部改正について

2.賛 助会員研究会の開催

賛助会員研究会は当協会の事業にご支援 ・ご協

力をいただいている賛助会員の皆様を対象に,当

協会の事業についてより一層のご理解 とご協力を

いただ く趣旨で開催 しています。

平成4年 度第1/四 半期においては,以 下の とお

り研究会を開催 しました。

・第1回(4月22日)

アーマ

講 師

参加者

グループウェアの現状 と動向

向山 博(当 協会開発研究室

主任研究員)

36名

・第2回(5月21日)

テ ー マ

講 師

参加者

港湾における情報機能

一その歴史と将来一

高見 玄一郎(横 浜港湾経済研究

所長)

11名

・第3回(6月25日)

テ ーマ2000年 の コン ピュータ利用

講 師 栗 田 昭平(評 論家,中 央 大学

講師)

参 加者57名

難 麹情報セキュリティ対策室欝 麟

1.バ ックアップ対策に関する調査研究

情報 システムが社会経済活動の中核的な役割を

果たすようにな り,各 種の業務処理の情報システ

ムに依存する割合は高まるばか りです。その結果,

システムダウン等の発生により情報システムが正

常に稼働 しな くなった場合,大 きな混乱が予想さ

れ社会問題化するようになってきています。すな

わち,情 報システムのバ ックアップ対策のあ り方

がきわめて重要な課題になってきていると言えま

す。

このような背景を踏まえ,当 対策室では,ユ ー

ザはどのような点に注意 して,ど のような手順で

バ ックアップ対策の検討を行えばよいのか等につ

いて調査研究を続けています。

2.シ ステム監査の普及啓蒙活動

わが国では,シ ステム監査の普及が非常に遅 く,

情報化社会の安定化のためには早急な普及定着が

望 まれ ます。この ような観点から,平 成3年 度に

は,普 及啓蒙活動の一環 として,シ ステム監査 を

一般に広 く理解 してもらうための小冊子 「システ

ム監査のイロハ」を作成 しました。

本年度は,企 業内でシステム監査体制を整えよ

うとされている方々の参考に資するため,シ ステ一
1



ム監査規定モデルを作成中です。

3.シ ステム監査白書の刊行

システム監査学会 と共同編集で,シ ステム監査

白書を平成5年5月 頃に刊行すべ く準備中です。

4.リ ス ク分析 手法 ・JRAMの 開 発

過去8年 間にわた り リスク分析 の研 究 を続けて

きま したが,そ の集大成 と して当協会 方式 の リス

ク分析 で あ るJRAM(JjpdecRiskAnalysis

Method)を 開 発 しました。今後 も,リ ス ク分析 の

普及啓蒙活動 を続 けてい きます。

5.ア ンケー ト調査

わが国におけるシステム監査の普及状況を把握

するため,監 査担当部門,被 監査部門の双方に対

してアンケー ト調査を実施 します。

● ● ●調 査 部 ● ● ●

1.コ ンピュータ利用状況調査

わが国のコンピュータユーザの動向をコンピュ

ータ利用 と,オ ンライン情報処理の二側面 より定

量的に捉えるために,ユ ーザに対 し,1968年 以来

継続 してアンケー ト方式による調査を行ってきて

いますが,本 年度も10月 に実施する予定で
,現 在

調査項目の見直 し,修 正等準備作業を進めていま

す。

主な調査内容は以下のとお りです。

(1)コ ンピュータ部門の運用経費関係

要員人件費,機 械設備費,消 耗品費,外

注費,教 育費

(2)コ ンピュータ部門要員関係

内部要員,外 部要員,教 育問題等

(3)コ ンピュータ,シ ステム化関係

コンピュー タ化業務,オ ンライン化状況

コンピュー タネ ッ トワー ク
,通 信回線,

デ ータベ ース等

(4)シ ステム安 全性対策関係

システム事故,障 害,安 全性,信 頼性等

コンピュータお よひ情 報処理関係への投資傾向

は,昨 年からの景気低迷の影響を少なか らず受け

ているものと予想 されますが,コ ンピュータ部門

の構造的な変化や新たなコンピュータの利用技術

の動向等を,ど のように調査に反映させていくか

も今後の検討課題の一つであ り,つ ねに調査の柔

軟 さ,あ るいは新鮮さを失わないようにと心掛け,

読者の皆様 にもご協力を乞う次第です。

2.情 報化総合指標(13)

1986年 より始 まった本調査 も今年度で7年 目に

入 り,コ ンピュータ,情 報処理分野の進展を測る

尺度としての情報化指標(13)を 創出 しました。

13はその指標の見やすさ,装 備率,比 装備率 とい

うス トック指標を用いたユニークさ等に,関 係各

方面で利用され,い ろいろとご意見あるいはご質

問をいただいています。

今年度 も,ハ ー ド,ソ フ ト,通 信能力という3

部門での情報化を測定 し,産 業別,地 域別の切 り

口による指標の作成 をメインに,情 報化の趨勢を

客観的に,し かもわかりやす く表す努力を進めて'

います。一方,情 報化の国際比較 を13に よる指標

化 という同 じ手法の下で実施することを試みよう

と,対 象地域を欧州および米国とし,海 外の調査

機関と調査の内容,ス ケジュール等について検討

に入 りました。

3.情 報化国際講演 ・討論会

今年度は 『新たな情報 ・通信技術の活用 と企業一



経 営 へ の イ ンパ ク ト』 を テ ー マ に,10月23日

(金),経 団 連 会館14階 経 団連 ホール で 開催 しま

す。概要 は以 ドの通 りです。

(1)テー マ:『 新たな情 報 ・通信技 術の活用 と企業

経営 への インパ ク ト』

(2)期 日:10月23日(金)

(3場 所:経 団連会館14階 経団連 ホール

(4)募集 人数:300名

(5)参加 費:賛 助会員15,000円,一 般20,000円

(当 日テキス ト代 お よび消 費税 を含 む)

(6)当 日プ ログラム

9:30～9:45開 会 式

9:45～11:45講 演1

「アメ リカにおける新 たな情報 ・通信技術の進展 と

企業経営への インパ ク ト」

マイ レクJス テ ィーブ ンソン

(QE.D.,Inc.会 長)

13:00～13:40講i寅II

「我 が国におけ る情報 ・通信技術の進展 とビジネス

環境 の変化」

月尾 嘉男

(東京大 学工 学部 産業機械工 学科 教授)

13:40～14:20講 演m

「先端的情報 ・通信技術 の活 用」

佐藤 尚司

(日産 自動車㈱ 取締役 ・情報 システム本 部長)

14:20～15:00講 演IV

「ネ ッ トワーキ ングが拓 く新時代」

藤田 史郎

(NTTデ ー タ通信㈱ 代表取 締役 社長)

15:20～17:00パ ネルデ ィスカ ッシ ョン

コーデ ィネータ 栗 田 昭平

(評論家 ・情報化 白書編集専門委員会委員長)

パ ネ リス ト

マイ レクJ.ス テ ィーブ ンソン

佐 藤 尚司

藤 田 史郎

(7)問い合 わせ:当 協会調査 部国際課

情報 化国際講演 ・討論会事務局

ftO3-3432-9387

FAXO3-3432-9389

4.情 報化に関する海外向け広報

わが国の情報化の実情を海外に広報するため,

英文誌 「JapanComputerQuarterly」 を年4回

発行 し,海 外の政府機関,情 報処理関連企業,在

日外国大使館等に送付 します。

現在,以 下のテーマでNo.91の 編集作業を行っ

ています。

No.91:地 域の情報化

・行政が推進する地域情報化

・地方に浸透する情報企業のインパク ト

・地域の情報化を推進す る企業間ネットワーク

・地域の情報拠点を争 うネットワーク

・農家の情報化

・個人 ・生活における情報化

5.講 演 ・セ ミナーの開催

(1)コンピュータセキュリティに関するリスク分析

－JRAMの よるアプ ローチー発表会

前号で ご案内 した標記発表会 を7月9日(木)

～10日(金)の2日 間にわたって開催 しました。

参加者は122名 に上 り,リ スク分析の重要性 と

JRAMの 活用法について各講師から詳細な報告が

ありました。 また,参 加者と講師との活発な質疑

応答 もあ り,リ スク分析に対する関心の高さを窺

わせ る発表会 とな りました。

今後 も時宜を得たテーマで,随時講演会 やセミナ

ーの開催を予定致 しております。



②平成4年 度第1回 コンピュータトップセ ミナー

の開催

政府各省庁の幹部を対象 とした標記セ ミナーを

8月26日(水)～28日(金)の3日 間開催 しました。

20省庁20名 の幹部の方々が参加された2泊3日

のこの研修は,実 機を用いたコンピュータ実習か

ら最近の情報化の動向について専門家による講演 ,

コンピュータメーカ社長の講話,先 進的な情報シ

ステムの事例見学および講義等,行 政に携わる政

府各省庁の幹部にとって必要 とされる知識が盛 り

込まれたカリキュラムとなってお り,研修生の方々

は熱心に受講されました。

6.新 規出版物

「コンピュータセキュリティに関するリスク分析 －

JRAMに よるアプ ローチー」

最近のコンピュータセキュリティへの関心の高ま

りは,情 報 システムが利用形態と利便性の追求に

よりその高度化 を実現する一方で,障 害や犯罪な

どの リスクにより経済 ・社会に与える影響が無視

できないまでに増大 してきたことに起因す るもの

と考えられます。当協会では,こ の問題に関 して,

昭和59年 から調査研究を進めてきましたが,こ の

度,そ の集大成 とも言える標記出版物を取 りまと

め発刊致 しました。JRAMは,JIPDEC独 自の リ

スク分析手法であり,わ が国の経営風土に合致 し,

かつ利用方法が容易な手法 となっています。

B5判238頁 頒布価格2 ,600円(税 込)

お申込みは,調 査部普及振興課へ

FAXO3-3432-9384

TELO3-3432-9389

● ● ●開 発 部 ● ● ●

1.総 合意匠システムの開発

下記の項目について,基 本設計,シ ステム設計,

プログラム設計,プ ログラム作成,総 合テス ト,

オペ レーション手順書作成,端 末操作手順書作成

の各作業を実施 しています。

・参考文献照会 ・修正機能強化

・先願 ・審判待ち照会 ・修正機能作成

・公知資料ファイル作成機能強化

・Dタ ーム検索機能強化

・処理中断機能の分離

・入力データ管理機能強化

・システム監視機能作成

・C&Hデ ジタル化

2.;COT業 務支援作業

平成4年 度は,「ネットワークの運用管理作業並

びに開発支援 システムの開発支援作業」 と 「ソフ

トウェア開発支援ツールの整備並びに利用支援」

を実施 しており,第1/4半 期 においては,FGCS
'92に向けての下記の各作業 を実施 しました

。
・ネットワークを介してPIMあ るいはマルチPSI

を使用する各種 ソフ トウェアの開発支援

・汎用UNIXマ シンをFEPと するFEP機 能の

開発

・ネットワークソフ トウェア開発に当た
っての

効果的利用法等の助言

・ネットワークの運用管理

・PSI等 のハー ドウェア及びSIMPOSな どの基

本的なソフ トウェアの整備

・HELIC-II等 のシステムの並列度
,精 度,利

用者インタフェース等の評価並びに改善

・PSI等 のOSの 整合性管理を始めとする各種一



動作環境の整備

3.流 通 デー タサー ビス作 業

㊥流 通 システム開発セ ンターか ら委託 を受 けて

実施 してい る事業 であ り,全 国約300店 舗 のPIP

(PosInformationProvider:小 売店)よ り,POS

デ ー タを収集 し,コ ンピュー タシステム を用 いて,

デ ー タのチ ェック,各 種 ファイルの更新処理等 を

行 う と と もに各 種 レポ ー トを作 成 し,結 果 を

PIP,DBS(DataBaseService:2次 デ ー タサ ービ

ス)に 配送 を行 っています。具体的 な作業 は以下

の通 りです。

(1)POSデ ー タ及び電算 処理 結果 の集配送業務

・PIPか らのPOSデ ー タ収集 と結果 の配送

PIPで 作 成 したPOSデ ー タを1週 間単位で収

集 してRDSセ ンターに運 ぶ とともに,RDSセ

ン ターで処理 したPOS情 報 の結果の配送 を行っ

ています。

・DBSへ の 結果の配送

RDSセ ン ターで電算処理 したPOS情 報 の結

果(磁 気 テープ,出 力 リス ト)をDBSへ 配 送 し

てい ます。

(2)電 算 処理業務

・PIPか らのPOSデ ー タのフ ォーマ ッ ト変換

PIPか ら集め られたPOSデ ー タをRDSセ ン

ターの標準 フ ォーマ ッ トに変換 してい ます。

・週 次処 理

フォーマ ット変換 されたPOSデ ー タをチ ェッ

クし,各 種 フ ァイルの更新処理 を行 い,ク リー

ンなPOS情 報 ファイル を作成 してい ます。

・月次処 理

週次処理で蓄積 されたデー タを月単位 にま と

めて各種 フ ァイル を更新 し,PIP並 び にDBS向

け に提 供す る各種 レポー ト等の作成処理 を行 っ

てい ます。

4.商 工会等情報管理システム運営業務

平成4年 度の本システムの運営業務については,

小規模事業指導費補助金に係る配分額計算書の作

成処理,都 道府県の要望調査集計及び査定処理並

びに各種管理資料の作成等の処理を行うとともに,

本システムの運営上のシステム改善を実施 してい

ます。

具体的な作業内容は,以 下の通 りです。

(1)中 小企業庁システムの運営

・小規模事業指導費補助金に係る配分額計算書の

作成

・要望調査及び査定処理の実施

*要 望調査票等の作成及び発送

*47都 道府県か らの要望調査結果 に基づ く,

層別 ・都道府県別 ・項 目集計

*中 小企業庁の査定表等の作成

・事業実績の処理

*事 業実績報告のデータに基づ く集計資料の

作成

・管理資料の作成

*要 望調査及び配分額等のデータに基づ く管

理資料の作成

(2)商 工会等情報管理システムの変更

*小 規模事業指導費補助金交付要領(4年 度

版)の 一部改正に伴 うシステムの変更作業

の実施

*中 小企業庁システム運用上の改善に伴 うシ

ステム変更作業の実施

5.石 油情報システムの運用 と改良 ・充実

石油緊急時対応情報ネットワークシステム(以

下,石 油情報 システムという)は,昭 和63年 度に

着手し,平 成2年 度をもってその開発を終了 しま

した。

平成4年 度は,昨 年度実施 したシステム分析の



結果 に基づ き,下 記の各作業 を進め ています
。

(1)石 油 情報 システムの運 用 ・管理

・システム運用

・システム運用管理

・運 用分析

・システム開発指示 ・協 力

(2)石 油情 報 システムの改良 ・充実

・現 行システムの運 用効率 化のための性 能改善

・システム全体機能の整理 ・確認

・レベルア ップ システム2次 開発

・プ ロジェク ト管 理

6.「 機械輸出承認統計分析」に係 る運用業務

毎年実施 している業務であ り,機 械輸出契約承

認に関するデータを,コ ンピュータで4半 期ごと

(5月 末,7月 末,11月 末,2月 末)に 処理 し,次

の各帳票 を作成 しています。

・国別,年 度別表

・統計分析状況表(当 期分)

期末においては,国 別,年 別にこの表 を作

成 します。

・統計分析の累計表(当 期未分迄)

7.ア ル コール販売 ・需給管理システムの機能強

化業務

当システムは,昭 和63年 度より開発を始め,平

成2年 度で完了しました。平成3年 度には,本 運

用を目指 したシステムのテス トランを行いました。

平成4年 度 においては,テ ス トランの結果 に基づ

き,下 記の項 目について本システムの機能強化作

業を行っています。

・帳票出力停止機能の追加

・回送受払場所増加に伴 う機能強化

・小売人販売実績入力可能期間の延長

・使用済 日付のチェック機能強化

● ●Aト ファジ片振興センター● ●

1.普 及啓蒙事業

(1)「AIセ ンターだより」Nα23の発行

AIセ ンターと登録会員との情報交流を図る機関

誌 「AIセ ンターだより」Nα23を発行 しました。主

な目次は次のとお りです。

特 集 ニューラルネットワークとAIの 統合

音声の知的処理調査研究概要

AI応 用事例

ロボット制御へのAIの 応用

関連機関報告

FGCS'92の 開催(報告) ,無 償ソフ トウ

ェアの公開(ICOT)

CESPの 配布状況 とAIRの 新体制

(AIR)

LIFEの 新 しい研究活動(LIFE)

事務局報告

講演会等の開催(報 告,予 定),音 声デ

ータベースCD ・ROMの 頒布

(2)AI展'92に 出展

日本経済新聞社の主催で平成4年7月7日 ～9

日に東京流通センターにおいて開催 された第8回

人工知能展(AI'92)に 出展 し,AIセ ンターの事

業活動の広報 を行いました。

(3)音声の知的処理に関する調査研究成果発表会の

開催

日時:平 成4年7月20日(月)13:20～17:00

会場:中 央大学駿河台記念館 大会議室

(東京都千代田区)

プ ログラム:

・音声認識理解技術の現状 と動向

田中 和世 通商産業省工業技術院電子技

術総合研究所知能情報部音声研究室長一



・音声認識応用システムの現状 と動向

di川 意 千葉大学r－学部教授

・連続 音声データベースの現状と動向

板橋 秀一 筑波大学電子 ・情報工学系

教授

参加者99名

(4)「フ。ジィ技術 とデータベース」講演会の開催

HHIIF:滅4年7月24t|(金)13:00'"17:00

会場:虎 の門パス トラル けや きの間

(東京都港区)

プログラム:

・ファシィデータベースの現状 と展望

宮本 定明 徳島大学工学部教授

・事例紹介 ファジィ技術の文献検索システム

への応用

小川 泰嗣 ㈱ リコー中央研究所研究員

参加者66名

㈲ 「ファジィ技術と情報処理」シンポジウムの開

催

日時1平 成4年9月24日(木)10:00--17:00

会場:三 省堂新宿ホール

(東京都新宿区西新宿4-15-3三 省堂新宿 ビル内)

プログラム:

・ファジィ技術の情報処理への応用

高木 友博 技術研究組合国際ファジィ

工学研究所次長

・ファジィ技術を応用 したソフ トウェアの現状

馬野 元秀 大阪大学工学部助教授

・応用事例 環境管理のためのエキスパー トシ

ステム

甲斐沼美紀子 国立蹴 研究所主任研究員

・応 用事例 フ ァジィデー タベースラ イブ ラリ

とその応用

中嶋 宏 オムロ ン㈱

・パネル討論

「情報処理へのファジィ技術応用の将来展望」

コーディネータ 馬野 元秀

パネ リス ト 高木 友博

甲斐沼美紀子

中嶋 宏

⑥ 「ニューラルネットワークとAIの 統合」講演会

の開催

日時:平 成4年9月25日(金)9:50～17:00

会場:中 央大学駿河台記念館 大会議室

(東京都千代田区神田駿河台3-11-5)

プ ログラム:

・基調講演

AIの 将来像とニューラルネッ トワーク

大須賀節雄 東京大学先端科学技術研究セ

ンター長 ・教授

AI動 向調査委員会委員長

・招待講演

シンボ リズム情報処理 とコネクショニズム情報処

理

安西裕一郎 慶応義塾大学理工学部教授

・招待講演

リアルワール ドコンピューティング ・プログラム

大津 展之 通商産業省工業技術院電子技

術総合研究所知能情報部長

・成果報告

ニューラルネットワークとAIの 統合に関する調査

研究

上坂 吉則 東京理科大学理工学部教授

AI技 術専門委員会委員長

・パネル討論「ニューラルネットワークとAIの 統

合上の問題」

コーデ ィネータ 上坂 吉則 東京理科大学理工

学部教授

パネ リス ト 太原 育夫 東京理科大学理工

学部講師一‥



武井 欣二 東京都立航空1二業

高等専門学校教授

浅川 和雄 ㈱富士通研究所パ

ターン処理研究部部長代理

小池 誠彦 日本電気㈱C&C

システム研究所コンピュー

タ ・システム研究部長

●●中央情報研究所 ●●

中央情報教育研究所は,わ が国情報化の円滑な

推進に資するため,高 度情報処理技術者の育成研

修 をはじめとする各種研修事業のほか情報処理教

育に関わる調査研究ならびに普及 ・啓蒙事業等を

実施 しています。

1.高 度情報処理技術者育成のための基盤整備

(情報化人材の育成 ・確保に関する検討)

(1).検 討の背景

近年におけるわが国の情報化は,ダ ウンサイジ

ングに伴 うシステムの分散化やヒューマンインタ

フェースの高度化による情報 システムのパーソナ

ル化が浸透する一方,ハ ー ドウェアアーキテクチ

ャーに依存 しないオープ ンシステム化やオブジェ

ク ト指向プログラミング等の新 しいソフ トウェア

開発環境が出現する等,著 しい変化の最中にあり

ます。また,ア ウトソーシングやエン ドユーザコ

ンピューティングの広が りは,従 来の情報化に対

する投資あるいはシステムの構築 ・運用方法に新

たな概念を投 じるものとして注目されます。

さて,昭 和61年3月,通 商産業省は,来 るべき

高度情報化社会において必要とされる人材像を明

らかに し,そ の育成の方向について審議する場 と

して産業構造審議会情報産業部会に情報化人材対

策小委員会を設置 しました。同委員会は,約1年

にわたる審議の結果,昭 和62年4月,「2000年 のソ

フトウェア人材」としてアプ リケーション ・エン

ジニア等の人材像 を明確化するとともに,当 面,

講ずべき施策として,「情報大学校構想の推進」,「情

報処理技術者試験の拡充」等を提言 しました。

これを受け,通 商産業省は,か かる人材の育成

をは じめとする種々の施策を展開 してきましたが

近年,情 報化 を巡る環境が著 しく変化 してお り,

それに伴い情報化に関わる人材 に求められる能力

ならびにその役割が大 きく変化 してきました。

〔情報化環境の主 な変化〕

・「ユーザ動向」

ダウ ンサイ ジング,エ ン ドユーザ コンピュー

テ ィング,産 業 のネ ッ トワーク化の進展……等 ・

「情報技術動 向」

パー ソナル化 ,マ ル チメデ ィア化,ヒ ューマ

ンインタフェイスの発展……等

・「情報産業動向」

パ ッケー ジソフ ト市場の拡大 ,オ ープ ンシス

テム化,ア ウ トソー シングの出現……等

・「社会動向」

情報化 の社会へ の浸透,若 年労働 力の逓減,

時 短 ・自由時間の増加 ……等

そこで,通 商産業省では,本 年5月 から同小委

員会を再開 し,情 報化を巡る問題を新たな視点か

ら掘 り下げ,今 後求め られる人材像ならびにその

育成 ・確保の方策を明らかにすべ く審議 を進めて

います。

中央情報教育研究所は,こ の審議の参考に資す

るため本年度事業である 「高度情報処理技術者育

成のための基盤整備」の一環 として,(3).に 示す

W/Gお よびサブW/Gを 設置 し,以 下の内容に

関する検討および参考資料のとりまとめ等を実施



しています。

(2).検 討の基本的内容

①情報化の将来像の展望

a.ユ ーザ動向

b.情 報技術動向

c.情 報産業動向

d.社 会動向

②情報化を円滑に推進するための人材像の明確

化

a .人材像の類型化

技術者像,職 務内容,所 属等

b.要 求技術 とカリキュラム

C.キ ャリアパス

d.需 給予測

③.人 材の育成方法の検討

a.教 育機関のあり方と相互の連携

b.企 業内教育のあり方

c .国の施策のあ り方

d.そ の他(国 際協力等)

(3).検 討体制

情報化人材対策ワーキンググループ

委員長:浅 野 正一郎

学術情報セ ンター教授

需給予測サブW/G

人材像 ・カリキュラム等サブW/G

} 教育体制サブW/G

(4).新 人神像の検討 フ レーム

現在,小 委員会 では,以 下 のフ レームに沿 って

新人材像についての審議が進め られています。

なお,第2回 の小委員会審議を終えた段階では,

新人材像の類型を明確化するまでに至っておらず

今後,引 き続 き審議を進めていくこととなってい

ます。

【フレームー1】

1990年代の情報化の環境がどの ように変化 して

きたか

↓

①情報 システムの役割変化

コンピュータの普及により「コンピュータ化」

という概念が一般化 し,ダ ウンサイジング化や

ネットワーク技術の進展 と相まって,情 報シス

テムの推進主体がむ しろ業務担当側に移 りつつ

ある。このような変化に伴い,情 報システムに

対 し,業 務側か らの視点に応え得る 「問題解決

策(ビ ジネス ・ソリューション」のための トー

タルな道具 としての役割が求められるようにな

って きた。

②投資効果(費 用対効果)の 重視

出戻 りコス トの削減のため設計の段階から新

たな手法が必要になってきた。

また,ア ウ トソーシングに代表される新たな

情報 システム部門の形態が出現 した。

③ユーザ環境の変化

エン ドユーザコンピューティングの浸透によ

りユーザ自ら,身 の回 りの処理を行える(行 わ

なければならない)よ うになってきた。

④コンピュータの適用分野の拡大

コンピュータのパーソナル化によって,学 校,

家庭等社会のあらゆる分野において情報化が浸

透 してきた。

⑤技術革新への対応

(a)メガからギガへの変化によりハー ドウェア



か らの制約が緩和 され た。

処理能力(GIPS):GigaInstructionPer

Second

ネ ッ トワーク能 力(GBPS):GigaBitPer

Second

記憶 容量(GB):GigaByte

(b)新情報処理技術が進展した。

【フレームー2】

環境の変化 により,ベ ンダー,ユ ーザにどのよ

うな能力 ・役割が求め られるか

↓

〔ベンダーに求められる能力 ・役割〕

① ビジネスソリューションの提供

情報システムの企画構想段階か ら業務上の問

題点を抽出 して改善提案を行う,コ ンサルティ

ング能力の発揮。

②.最 新技術,技 術革新への対応

単に新 しいものを使うだけでなく,新 たな技

術の本質を理解 し評価する能力,ま た,革 新的

技術 を創造する能力。

③ソフ トウェアの品質向上への対応

(a)ソフトウェア開発環境の整備や開発ツール の

利用等ソフトウェア工学に関する技術。

(b)プロジェク ト管理体制の実践 ・応用

(予算 ・工程 ・品質管理等)

(c)総合的なシステム運用サービスの提供

(セキュリティ,シ ステムの世代管理等)

〔ユーザに求められる役割〕

①エンドユーザ自らによる部門別システムの運用

② システム ・ア ドミニス トレーション

社内のシステム相互間を有機的に連携させ共

同利用が可能な情報資源を互 いに共用させ る等

の計画,企 画,管 理に関する能力およびそのよ

うな能力を有する人材の育成。

【フレームー3】

その役割を的確に果たすためにはどのような技

術 ・知識を備えた人材が必要か,そ の技術者像 を

まとめる。(現 在,検 討中)

2.遠 隔地教育のための情報処理教育システムの

実現方策に関する調査研究

当該調査研究は,地 域における情報処理教育の

一層の高度化に資するため平成2年 度から継続 し

て実施 しているものですが,今 年度は,最 終年度

として,総 合的な実験 ・評価を踏まえたシステム

構想の提案ならびに遠隔教育インス トラクタ ・カ

リキュラムの作成 を行 うこととしています。その

ため,昨 年度に引 き続 き 「遠隔教育システム調査

研究委員会」(委員長 都丸 敬介 ㈱ 日立エ レコ

ムテクノロジー技師長)を 設置 し,現 在,以 下の

計画に基づ き,実 験 ・評価の準備を進めています。

〔実験計画〕

(1)ISDNに よる実験

現在,CAITで 実施 している実際の教科による

研修を3～4対 地 に対 し,双 方向で実施する。

①教科内容

・システム構成技術

・情報通信ネッ トワーク

・ソフ トウェア開発技術

・プレゼンテーション技術

・問題発見 ・解決技法
,

・コンサルティング技法

②受講者の レベル

高度情報処理技術者(SE)レ ベル

③時間帯一



・1教 科 40分 10分 40分 計90分

休 憩

・1111|(1日)で3教 科

④ 回数

2tlil～31ロ1

⑤ 回線

INSネ ッ ト(64K～1.5M)

⑥ 機 器等

・NTTテ レ ビ会議 システム

デ ィスプ レ イ

カメラ制御装置

電子ボー ド

ビデオ等

⑦教室

・センター教室 … 東京

・サテライト教室 …NTTま たは地域ソ

フ トウェアセンターの施設

(2)衛星回線による実験

地域における企業 と情報処理専修学校の産学交

流を図り,地 域情報化 を活性化することを目的と

して,CAITで 毎年実施 している 「地域交流セ ミ

ナー」を双方向型で実施する。

① テーマ(予 定)

・21世紀に向けた人材育成

・企業における人材育成の現状 と課題

・遠隔教育システムの動向と課題

・米国における情報処理教育の実態

・教育機関の役割 と課題

②対象

企業および情報処理専修学校の情報処理教育

担当者

③時間帯

1テ ーマ50分

④回線 ・機器等

・NECサ テライ トシステム(NESPAC)

2回 線(1.5M),2画 面(動 画像)

⑤会場

センター教室 … 東京

サテライ ト教室 … 全国のNECの 施設か

ら数カ所選定

〔評価のポイント〕

①システム,教 授法,カ リキュラムのあ り方

②学習効果を高める知識伝達方法

(感性面での工夫…BGM,環 境 ビデオ等)

③基礎データに関すること

・教材等における文字の大 きさ,色

・動画の動 き

・音声 ……等

〔評価方法〕

実証性の高いデータの確保 を目的 に多変量解

析による評価を実施

● ●産業情報化推進センター● ●

産業情報化推進センターでは,産 業界における

情報化の健全な発展 と普及啓蒙を図るため,各 業

界との連携を図 りつつ,各 種の課題に取 り組んで

います。

平成4年 度については,次 にご紹介するような

活動を行っています。

1.ビ ジネスプロ トコルに関する検討

(1)電 子データ交換分科会の運営(通 商産業省か

らの受託)

最近の大企業でのEDIの 普及は目ざましいもの

があり,企 業活動の効率化や省力化に貢献すると

ともに,労 働時間の短縮にも寄与するようになっ

ています。しか しなが ら,現 状のEDIで は適用で

きない分野もまだ多 くあります。



このためには,新 しいEDIを 構築する必要があ

ります。 リアルタイムに処理するEDI(イ ンタラ

クティブEDI)や 図形画像データを伝送するEDI

の基本技術はすでに確立 されていますが,EDIの

形にまとめるコンセプ トが未確立です。

通商産業省に設置された 「オープンシステム環

境整備委員会」(委 員長:猪 瀬 博(学術情報セン

ター))で は,「電子データ交換分科会」(主査:田

島義博(学 習院大学))を 設け,平 成3年 度から,

これらの問題を解決するための基本的方向と,実

用化のスケジュールについて検討 しています。当

センターでは,今 後この委員会の結論にしたがっ

て,具 体的な活動を行う予定です。

(2)業 際パイロットモデルの調査 ・研究 ・開発

本事業は,物 流の合理化 を図 るため,荷 主,輸

送業者などが参加 して,物 流に係わるEDIの 具体

的なモデル構築と,そ のモデル に沿 った具体的な

システムを構築 してデータ交換実験 を行い,そ の

評価を行って今後の物流業際EDIの 構築に資する

ことを目的としています。業際EDI研 究委員会を

当センター内に設置し,翻 流通システム開発セン

ター,㈹ 日本電子機械工業会等の関係機関の協力

を得て,本 年9月 から具体的な作業を行う予定で

す。

(3)CIIト ランスレーターの開発

中小零細企業 も含めた今後のEDIの 広範な普及

のためには,標 準化 されたEDI規 格 とともに,そ

れをサポー トする安価なツールの供給が不可欠で

あります。

このため,平 成3年 度のCIIシ ンタックスルー

ルをサポー トするツールである「CIIトランスレー

ター」の開発を受けて,平 成4年7月 には実際の

製品が販売され,石 油化学業界では,こ の製品を

活用 して,同 月からEDIの 標準化に踏み切 りまし

た。その他の業界でもCIIト ランスレーターを導

入 したEDI標 準化の トライアルの実施に向けて準

備を行っています。

2.ユ ーザシステムの高度化に関する検討

(1)GOSIPに 関する検討(㈲機械電子検査検定協

会からの受託)

「オープンシステム環境整備委員会」の 「OSI分

科会(主 査:浅 野 正一郎(学 術情報センター))」

の中に,政 府がOSI製 品を調達す る仕様である

「GOSIP(政 府OSI調 達仕様)」の具体的な検討を

行うための 「GOSIPWG」(主 査:芥 川哲雄(三

菱電機㈱))を 設置 し,運営を行っております。 本

年度は,GOSIPの プロフ ィルとその適用に関する

より具体的検討を行 う予定です。

(2)「F手 順」の開発

OSIに 準拠 したプロ トコルの検討のために 「新

手順検討委員会」(委 員長:浅 野正一郎(学 術情報

センター))を 設置 し,そ の中の「F手順推進WG」

(主査:木 村道弘(日本電気㈱))で,OSIのFTAM

をベースとしたファイル転送ツール 「F手順」の

開発を行ってきました。昨年度は機能仕様書(暫

定版)の作成 を行い,本 年度は,EDICOM'92に お

いて接続のデモンス トレーションを行いました。

今後は,製 品化および導入促進のために,利 用の

ためのマニュアルや開発用の仕様の整備を行う予

定です。

(3)ISDNとOSIの 利用促進

ISDNとOSIの 利用促進 を図るために行ってき

た具体的な検討を踏 まえ,今 後は,こ の検討をさ

らに進め,そ れぞれガイ ドを作成する予定です。

3.産 業界のシステム化調査および構築支援

(1)情 報化動向調査および構築支援

EDIを 始め とする産業界における情報システム

のネッ トワーク化動向 ・ニーズ等について,幅 広一



く調査(業 種,業 態,地 域などの視点)を 行い,

情報化動向についての概況を取 りまとめています。

具体的には,各 種業界VAN,地 域VANお よび

EDIの 実態調査を行っています。

また,特 定の業界を選定 して長期的視野に立っ

た業界ごとの情報ネットワーク化の方向を検討 し,

システム構築hの 問題点を中立的な立場から取 り

}こげ分析を行い,産 業界のシステム構築(特 に,

業界共同ネットワークの構築)を 支援することと

しています。

(2)電 子取引に関する調査研究

最近では,企 業間における商取引において,こ

れまでの書類 を中心 とした取引形態か らネットワ

ークを利用 した電子データ交換への動 きが活発化

しています。

電子データ交換を円滑に推進するに当たっては,

通信プロ トコル,ビ ジネスプロトコル等の各種取

り決めについての標準化やルール化が必要不可欠

であるとともに,法 的諸問題への対処を検討,整

備する必要があります。

そこで当センターでは,「電子取引調査研究委員

会」(座長:堀 部政男(一橋大学))を 設けて,主 に

法的側面か ら電子取引の実態把握 と問題の分析,

対策などの検討を行っています。

本誌JIPDECREPORT欄 および当センターが発

行する広報誌 「産業 と情報」を参照 して ください。

4.普 及啓蒙活動

アジア ・太平洋地域で開催される,EDIに 関す

る国際的な講演展示行事であるEDICOMを,本 年

6月15日,16日 の2日 間に渡 り,東 京新宿の京王

プラザホテルで開催 しました。実施にあたっては,

EDIに ついての内外の先進企業および有識者の参

加による講演により,わが国を始め欧米,ア ジア・

太平洋地域におけるEDIの 現状 と今後の動向を内

外に紹介する他,OSI・EDI接 続実験,EDIの 関連

機器サービス等の製品展示 を行いました。詳細は,



通商産業省告示第502号 に基づ き,平成3年3月1日 より当協会 を正式な国内登録機関 としてスター ト

したOSIに 係 る組織及び国内標準の登録状況は次のとお りです。

1.組 織の登録 平成4年9月17日 現在

(1)一 般組織

Nα 組 織 名 称 組織登録番号 オプジェク識 別子構成要素値

1 財団法人情報処理相互運用技術協会(INTAP) 100000 200000

2 富士通株式会社 100001 200001

3 日本 アイ ・ピー ・エム株式会社 100002 200002

4 日本電気株式会社 100003 200003

5 シャープ株式会社 100004 200004

6 日本ユニシス株式会社 100005 200005

7 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・データ通信株 式会社 100006 200006

8 松下電器産業株式会社 100007 200007

9 沖電気工業株式会社 100008 200008

10 日本電信電話株式会社 100009 200009

11 株式会社日立製作所 100010 200010

12 三菱電機株式会社 100011 200011

13 株式会社東芝 100012 200012

14 富士ゼロックス株式会社 100013 200013

15 住友電気工業株式会社 100014 200014

16 株式会社アステック 100015 200015

17 株式会社 日立1青報システムズ 100016 200016

18 横河ディジタルコンピュータ株式会社 100017 200017

19 東京電気株式会社 100018 200018

20 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン タ ー ネ ッ ト株 式 会 社 100019 200019

21 カ ス タム ・テクノロジー株式会社 100020 200020

22 横 河 ・ビュー レ ッ ト・パ ッカー ド株式会社 100021 200021

23 アダムネッ ト株式会社 100022 200022

24 大日本印刷株式会社 100023 200023

25 日本中央競馬会 100024 200024

26 日本デ ィジタルイクイップメン ト株式会社 100025 200025

27 住友海上火災保険株式会社 101001 201001

28 共栄火災海上保険相互会社 101002 201002一



Nα 組 織 名 称 組織登録番号 オプジェク識別子構成要素値

29 興亜火災海上保険株式会社 101003 201003

30 三井海上火災保険株式会社 101004 201004

31 大成火災海上保険株式会社 101005 201005

32 大東京火災海上保険株式会社 101006 201006

33 第一火災海L保 険相互会社 101007 201007

34 千代田火災海上保険株式会社 101008 201008

35 東京海 上火災保険株式会社 101009 201009

36 同和火災海上保険株式会社 101010 201010

37 東洋火災i毎上保険株式会社 101011 201011

38 日動火災海上保険株式会社 101012 201012

39 日産火災海上保険株式会社 101013 201013

40 rl新火災海}二保険株式会社 101014 201014

41 日本火災海上保険株式会社 101015 201015

42 富士火災海上保険株式会社 101016 201016

43 安田火災海上保険株式会社 101017 201017

44 朝日火災海上保険株式会社 101018 201018

45 太陽火災海上保険株式会社 101019 201019

46 大同火災海上保険株式会社 101022 201022

47 オールステー ト自動車火災保険株式会社 101023 201023

48 ジャパ ン・インターナシ ョナル傷害火災保険株式会社
101024 201024

49 ア リアンツ火災海上保険株式会社 101025 201025

(組織登録番号順) 以上,一 般組織49組 織が正式に登録を完了 しています。

(2)国 の機 関

Nα 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト翻 仔構成要素値

1 北海道開発庁
160 100160

2 国土庁 220 100220

3 外務省 350 100350

4 通商産業省 600 100600

5 工業技術院 610 100610

6 資源エネルギー庁
620 100620

7 特許庁
630 100630

8 中小企業庁
640 100640

(組織登録番号順) 以上,合 計57組 織が正式に登録 を完了 しています。



2.国 内標準の登録

現時点で,以 下の5つ の情報オブジェク トについて,国 内標準調整委員会による審査を経て,正 式に国

内標準 として登録 されております。

1.MOTISJP1テ キ ス ト

{{so(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)et(4)0}

MOTIS/MHSを 利 用 して送受信 す る日本語/英 語が混在可能 なテキス トを規 定す るもの
。

2.FTAMINTAP-1レ コー ドファイル

{i・・(1)m・mb・ ・-b・dy(2)392ft・m(10)d・cum・ ・t-typ・〈2)i。t。P.rec。,d.fil。(1)}

FTAMで 用 い られるファイル の ドキュメ ン トタイプの1つ を規定 した もので
,フ ァイル全体 の読 み出

し,置 換,追 加が可能で,デ ータはバ イナ リデー タと して扱われ る とい う特徴 を持つ
。

3.FTAMINTAP-AS1抽 象構 文

{i・・(1)m・mber-b・dy(2)392ft・m(10)・b・t・act・ ・y・t・x(3)i。t。p-。,1(1)}

FTAMで 用 い られ るフ ァイル コンテ ンツデータ要 素の抽 象構 文の1つ を規定する もので
,レ コー ド継続

表示が可能 という特 徴 を持つ。

4.FTAMINTAP-TS1転 送 構 文

{i・・(1)m・mb・ ・-b・dy(2)392ft・m(10)t・an・fer-sy・t・ ・(4)i。t。P.t、1(1)}

FTAMで 用 い られ るファイル コンテ ンツデー タ要 素の転送構文の1つ を規 定する もの℃ 圧縮制御文字

によるデー タ圧縮が可能 という特 徴 を持つ。

5.MOTISJP1テ キ ス ト属 性 タイプ

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)bat(8)0}

MOTIS/MHSを 利 用 して送受信する 日本語/英 語が混在可能なテキス トを扱 うため に定め られたJP1

テ キス トを保持す る属性 を規定す る もの。

これらの国内標準の登録申請者はすべて働情報処理相互運用技術協会(INTAP)で す。

なお,こ れらの国内標準について,仕 様の閲覧をご希望の方は下記までご連絡下さい。

側旧 本情 報処 理開発協会

産 業情 報化推進 セ ンター

オブ ジェク ト登録管 理係

担 当 関本,福 井

TELe3-3432-9394

FAXO3-3431-4324一
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情報処理サー ビス企業等台帳総覧の ご案内

通商産業省機械情報産業局

情報処理振興課

情報処理サービス企業等台帳総覧は,「情報処理サービス企業等台帳に関する規則」に基づいて通商産業

省において毎年取 りまとめているものです。

本年の台帳総覧は,情報処理サービス企業ならびにソフトウェア企業約3,000社 を掲載 した「企業情報編」

および平成2年 度または3年 度にシステムサービス企業として登録 されている377社 を掲載 した 「SI企業

編」か らなり,そ れぞれ各企業の業務内容等が記載されています。

今回発行された台帳総覧は,従 来の ものより見やす く編集され,ま た使いやすいコンパク トなサイズに

なっています。

この台帳総覧は,通 産省図書館,各 通産局,商 工会議所等で閲覧することが出来 ます。また,こ の台帳

総覧は,「情報サービス企業台帳」として一般にも市販されています。お問合せは,下 記の発行所 までお願

いします。

通産資料調査会

〒102東 京 都千代田区富士見町2-5-12

fto3-3230-0481

一/



平成3年 度

特定サービス産業実態調査 速報

通商産業大臣官房調査統計部

サービス産業統計調査室

通商産業省では,昭 和48年 から統計法に基づ く

国の指定統計調査 として 「特定サービス産業実態

調査」を毎年実施 しています。今年 も昨年11月 に

調査を実施 し,そ の結果が速報 として本年7月 に

発表になりました。今回の調査では,新 たな業種
として リゾー トクラブが加えられています。なお,
より詳細な集計 ・分析結果は確報 として11月 に公

表 される予定です。

今回の速報から,情 報サービス業にかかわる部

分の概要を見ると,つ ぎのようになっています。

1.景 気減速の影響を受けつつ も,引 き続 き堅調

に推移。

年間売上高は,6兆8,861億 円で,前 年比17、3%
の増加。この10年 間で8 .5倍(年平均伸び率23.9
%)の 急成長。

図1.情報サービス業の年間売上高の推移
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2.「 ソフ トウェア開発・プログラム作成」の割合

がさらに高まる。

業務種類別売上高では,「 ソフ トウェア開発・プ
ログラム作成」が伸びの鈍化が見られたものの,
引き続 き堅調で売上高の6割 強の割合。
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元年

2年

3年

図2.業 務種類別年間売上高構成比の推移
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3.主 要契約先の 「金融・保険業など」,「工業・製
造業」の割合がやや縮小。

「金融・保険業」,「鉱工業・製造業」は伸びの鈍化
から構成比がやや縮小。他方,「 卸・小売業,飲
食店」,「サービス業」がやや拡大。

62年

63年

元年

2年

3年

図3.契 約先産業別年間売上高構成比の推移
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(財)日本情報処理開発協会 編

コ ン ピ ュ ー タ セ キ ュ リテ ィに関 す る

リス ク分析
－JRAMに よ る ア プ ロ ー チ ー

近年,情 報 システムの 高度化 ・複雑化 およびネ ッ トワーク化 の拡 大に ともない
,情 報 システム を利用 して

い く上 での リスクをいかに処理 するかが重要 な課題 とな
ってお ります。

このため,リ ス クを発見 ・確認 ・測定す る リス ク分析 への関心が高 ま り
,リ スク分析 は,コ ンピュー タ

セキ・ リテ ・対策 の前提 と して必須の要f牛とな ・てお ります
.し か しなが ら,こ れ までは実務 に順 得 る

方法論が在 せず・ したがって細 まで体系的に実施されていないというのカ・難 であ ります
.

この よっな背景の もとに,当 協会で は昭和59年 か らリスク分析委 員会 を設置 して
,「コンピュー タセ キュリ

テ ィに関す る リスク分析 手法」の確立 を図 るこ とを 目的 と して調 査研究 を進めて まい りま した
。この程

・これ までの研 究成果 を踏 まえ・わが国の経営風土 に緻 しかつ臆 に不朔 で きる リスク分析 手

法 として,JRAM(JipdecRiskAnalysisMethod)を 開 発致 しま した
。本書

は,JRAMを 用 いた りス ク分析 の実際 を解説 した もの で
,リ スク分析 を進め るに当た ってガ イ ドと

な る ものです。

【本書の構成】

第1部

第1章

第2章

第3章

第4章

情報 化 社会 にお け る コ ン ピュー タ リス クの処 理

情報化社会 とコンピュ一夕リスク

コンピュータリスク分析のために －JRAMの 構造一

リスク分析のための組織

リスク分析の報告

第2部JRAMの 応 用

第5章JRAMに よ る リスク分析

第6章JRAM質 問 票 にみ るヒューマ ンエ ラー とコン ピュータ犯 罪

今後の課題

付属資料JRAM質 問票

B5版238ペ ー ジ 定 価2 ,600円(税 込)

〈 お問 い合 わせ先 〉

㊦105〒105港 区芝 公園3-5-8

働 日本情報処理開 発協会

調査部普及振興課

ftO3-3432-9384

お 申 込みはFAXで!!FAXO3-3432-9389
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